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市長あいさつ 

 

本市では、障害者基本法に基づき、平成 12年に「高石市障害者計画」、平成 22 年に「第 2次高

石市障がい者計画」、令和２年に「第３次高石市障がい者計画」を策定し、「ともに支えよう 一人ひと

りの自立 ともにつくろう やさしいまち」を基本理念に、「個人としての尊厳の尊重」「自立と社会参

加の促進」「地域生活の支援」「安全・安心なまちづくりの推進」の４つの基本的な視点のもと、市民一

人ひとりが障がいに対する理解を深め、互いを尊重し、ともに支え合う社会をめざし、障がい福祉施

策を推進してまいりました。 

また、障害者総合支援法に基づき、平成 19年以降、５期 15年にわたり、「障がい福祉計画」を策

定し、そして平成 30 年から「障がい児福祉計画」を策定し、障がいのある人が地域で安心して暮ら

し続けることができるよう、各種サービス等の提供体制の充実に努めてまいりました。 

この間、国においては、平成３０年３月に「全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられるこ

となく、相互に人格と個性を尊重しあいながら共生する社会の実現」を基本理念とした障害者基本計

画（第４次）が策定されています。 

また、令和２年には新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、日常生活の中で感染症対策を踏

まえた「新しい生活様式」の実践が求められています。マスクの着用等の様々な行動を障がいの特性

によっては対応が難しいこと、それらが障がいのない人に理解が得られないことがあるなど、新たな

課題が生じております。 

このような状況の中、両計画の計画期間が満了するにあたり、障がいのある人とない人が共に暮ら

すことができる共生社会の実現に向けて、新たに「第６期高石市障がい福祉計画」及び「第２期高石

市障がい児福祉計画」を策定しました。 

本計画の策定にあたっては、市内の事業所等へのアンケート調査を実施し、そのご意見を反映した

計画となるよう努めました。また、様々なご提言を賜りました高石市障害者施策推進協議会の皆様に

心からの感謝を申し上げます。 

今後も、両計画に基づき、さらなる障がい福祉サービス等の充実に努めてまいりますので、ご理解

とご支援、ご協力をいただきますようお願い申し上げます。 

 

令和３年３月 
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第１章 計画の策定にあたって 

 １ 計画策定の趣旨 

（１）国の障がい者施策の動向 

 国の障がいのある人への施策は近年、大きく変化しています。平成 15 年に障がいのある人のサ

ービス利用に関して、従来の「措置制度」から「支援費制度」に移行し、利用者自身がサービスを

選択することとなりました。また、『障害者自立支援法』の施行（平成 18年）により、サービスの

対象に精神障がいのある人も加わるなど、制度が大幅に見直しされました。また、同法により、各

自治体に『障害者計画』と『障害福祉計画』を策定することが義務づけられました。その後、『障害

者総合支援法』が施行（平成 25年）し、障がいのある人の生活及び就労に対する支援の充実と、障

がいの範囲に難病が加わりました。また、平成 28年、平成 30年の同法の改正により、医療的ケア

児への支援体制の整備等、障がいのある児童への支援の充実に向けて『障害児福祉計画』の策定が

各自治体に義務付けられました。 

 そして、障がいのある人に関する法整備も進んでいます。障がいのある人の就労に関しては、『障

害者優先調達推進法』の施行（平成 25 年）による障害者就労施設等の物品に対する需要増進や、

「障害者雇用促進法」の改正（令和元年）により、精神障がいや発達障がいのある人の雇用を法定

雇用率の対象に加えることなど、障がいのある人の自立に向けて支援が進んでいます。また、「障害

者虐待防止法」の施行（平成 24年）や「障害者差別解消法」の施行（平成 28年）により、障がい

のある人の権利擁護や虐待の防止・早期発見の環境が整えられています。 
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（２）第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画に係る基本指針の見直し 

 国が示す基本指針の見直しは次の通りです。 

 

①基本指針見直しの主なポイント 

 地域における生活の維持及び継続の推進 

 福祉施設から一般就労への移行等 

 「地域共生社会」の実現に向けた取組 

 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 発達障がい者等支援の一層の充実 

 障がい児通所支援等の地域支援体制の整備 

 相談支援体制の充実・強化等 

 障がい者の社会参加を支える取組 

 障がい福祉サービス等の質の向上 

 障がい福祉人材の確保 

 

②成果目標及び活動指標に関する事項（令和５年度末までの目標） 

 

１）施設入所者の地域生活への移行 

 令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上を地域生活へ移行する 

 令和元年度末の施設入所者数の 1.6％以上を削減する 

 

２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数 316日以上 

 精神病床の１年以上入院患者数を 10.6万人～12.3万人とする 

 入院中の精神障がい者の退院率を、入院３か月後：69％以上、入院６か月後：86％以

上、入院１年後：92％以上とする 

 

３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

 障がい者の地域生活を支援する機能の集約を行う拠点等を、市町村または障がい保健福

祉圏域に少なくとも１つ以上確保しつつ、年１回以上運用状況を検証、検討する 

 

４）福祉施設から一般就労への移行等 

 福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業所等を通じて一般就労に移行する者を、令

和元年度実績の 1.27倍とする。 

（移行支援事業：1.30倍、就労Ａ型：1.26倍、就労Ｂ型：1.23倍（新） 

 一般就労移行者のうち、就労定着支援事業を利用する者を 7割以上とする 

 就労定着支援事業所のうち、就労定着率８割以上の事業所を７割以上とする 
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５）障がい児支援の提供体制の整備等 

 児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置すること 

 保育所等訪問支援を利用できる体制を各市町村で構築すること 

 主に重度心身障がい児を支援する児童発達支援事業所、放課後等デイサービスを各市町

村に少なくとも１か所確保すること 

 医療的ケア児支援の協議の場を都道府県、圏域、市町村に設置し、医療的ケア児等に関

するコーディネーターを配置すること 

 

６）相談支援体制の充実・強化等 

 各市町村または障がい保健福祉圏域で、相談支援体制の充実・強化に向けた体制を確保

すること 

 

７）障がい福祉サービス等の質の向上 

 各都道府県または各市町村で、サービスの質の向上を図るための体制を構築すること 
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（３）本市の取り組みと計画策定の目的 

 本市においては、令和２年に「第３次高石市障がい者計画」を策定し、『ともに支えよう 一人一

人の自立 ともにつくろう やさしいまち』を基本理念に、すべての人の人権が尊重され、障がい

の有無に関わらず、住み慣れた地域で安心して暮らすことができ、自立と社会参加の実現をめざし

たまちづくりに取り組んでいます。 

 また、障がい福祉サービスの提供及び提供基盤の整備に向け、「第１期（平成 18～20年度）」、「第

２期（平成 21～23年度）」「第３期（平成 24～26年度）」「第４期（平成 27～29年度）」「第５期（平

成 30～令和２年度）の「高石市障がい福祉計画」と「第１期（平成 30～令和２年度）」の「高石市

障がい児福祉計画」を策定し、障がいのある人が安心して地域で日常生活や社会参加ができるよう

に努めてきました。 

 「第５期高石市障がい福祉計画」及び「第１期高石市障がい児福祉計画」の最終年度である令和

２年度において、国の示す基本指針や成果目標及び活動指標については、ほとんど達成しており、

国の目標を上回る整備ができています。 

しかしながら、課題とされていた障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた受入体制

の確保や、障がい者の自立支援の観点から雇用と福祉の一層の連携による就労支援等様々な課題は

残されています。 

よって今般、新たに令和３年度から令和５年度の３か年の取り組みを計画的に推進するため、「第

６期高石市障がい福祉計画」及び「第２期高石市障がい児福祉計画」を策定することとなりまし

た。 

 「第６期高石市障がい福祉計画」及び「第２期高石市障がい児福祉計画」（以下、両方の計画を合

わせて「本計画」という。）は、令和２年度から令和 11年度までの 10年間の総合的な福祉計画であ

る「第３次高石市障がい者計画」及び「第４次高石市総合計画」との整合性を図りながら、令和５

年度末における障がい福祉サービスや障がい児福祉サービス、地域生活支援事業などの目標とする

各事業量を適切に設定し、サービスの基盤整備を着実に推進するために策定するものです。 
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 ２ 計画の位置づけ 

（１）計画の性格 

 本計画は、本市の障がい者施策の指針となる「第３次高石市障がい者計画」を上位計画とし、「と

もに支えよう 一人ひとりの自立 ともにつくろう やさしいまち」を実現するための具体的な実

施計画として、計画期間中の障がい福祉の方向性を見据えたサービス量等の目標を設定し、その確

保のための方策について定める計画となります。 

 

（２）根拠法令 

 本計画は、障害者総合支援法第 88条第１項に基づく「市町村障害福祉計画」と、児童福祉法第 33

条の 20に基づく「市町村障害児福祉計画」にあたる法定計画です。 

 

 障害者計画 障害福祉計画 障害児福祉計画 

内容 
障がい者施策の基本方針につい

て定める計画 

障がい福祉サービス等の見込み

とその確保策を定める計画 

障がい児通所支援等の提供体制

とその確保策を定める計画 

根拠法 
障害者基本法 

（第 11条３項） 

障害者総合支援法 

（第 88条） 

児童福祉法 

（第 33条 20） 

国 
障害者基本計画（第４次） 

（平成 30～令和４年度） 

第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画に係る基本指針 

（障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を 

確保するための基本的な指針） 

府 
第５次大阪府障がい者計画 

（令和３～８年度） 

第６期大阪府障がい福祉計画 

（令和３～５年度） 

第２期大阪府障がい児福祉計画 

（令和３～５年度） 

高石市 
第３次高石市障がい者計画 

（令和２～11年度） 

第６期高石市障がい福祉計画 

（令和３～５年度） 

第２期高石市障がい児福祉計画 

（令和３～５年度） 

計画期間 10年間 ３年間 ３年間 

 

（３）関連計画 

 本計画は、国が定める根拠法及び計画に基づくとともに、本市のまちづくりの方針である「第５

次高石市総合計画」及び「第５次高石市地域福祉計画」を上位計画とし、関連する福祉分野の計画

である「高石市高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画」「第２期高石市子ども・子育て支援

事業計画」「第３次健康たかいし 21」との整合性を保ち策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第５次高石市総合計画 

第５次高石市地域福祉計画 

第３次 高石市障がい者計画 

第６期高石市障がい福祉計画・ 
第２期高石市障がい児福祉計画 

第２期高石市子ども・子育て支援事業計画 

第３次健康たかいし 21 

高石市高齢者保健福祉計画・ 

第８期介護保険事業計画 

国・府 

第４次障害者基本計画 

基本指針 

障害者基本法 

障害者総合支援法 

児童福祉法 

大阪府障がい者計画 

大阪府障がい福祉計画 

大阪府障がい児福祉計画 



6 

 

 ３ 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和３年度（2021 年度）から令和５年度（2024 年度）までの ３ 年です。な

お、今後の国の動向などにより、必要に応じ計画期間中に本計画の見直しを行うことがあります。 

 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 

            

            

            

 

 

 ４ 計画の策定体制 

 

（１）施策推進協議会の実施 

 本計画を実効性あるものとするため、関係機関である障がい者団体関係者、保健・医療・福祉団

体関係者、学識経験者、行政機関関係者等による協議会を設置し、計画の検討を行います。 

 

（２）アンケートの実施 

 本計画の策定にあたり、障がい福祉サービス事業所に対してアンケートを実施し、その意見を計

画に反映します。 

 

（３）パブリックコメントの実施 

 計画案の概要を公開し、広く意見を聴取する「パブリックコメント」を実施し、そこで寄せられ

た意見を計画へ反映します。 

  

第２次計画 

第５期計画 

第１期計画 

第３次 高石市障がい者計画 
＜令和２年度～11年度＞ 

第６期高石市 
障がい福祉計画 

第２期高石市 

障がい児福祉計画 

第７期計画 第８期計画 

第３期計画 第４期計画 
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第２章 本市の障がいのある人を取り巻く状況 

 １ 人口の動向 

高石市の総人口はほぼ横ばいですが、2019年は、近年で最も多い 57,860人となっています。ま

た、2017年から世帯数は増加し、１世帯当たりの人数は減少し続けています。 

 

【総人口・世帯数の推移・将来推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 障がいのある人の動向 

 障がい者手帳所持者数は、2017年より年々増加し、2019年は 3,249人と近年で最も多くなってい

ます。また、その多くを身体障がい者手帳所持者が占めています。 

 

 

【障がい者手帳所持者の推移】 
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 ３ 障がいの種類別の障がいのある人の動向 

（１）身体障がいのある人（身体障がい者手帳所持者） 

 身体障がい者手帳所持者は、2019年を除いて減少傾向にあります。その多くが 65歳以上で占めら

れており、等級別に見ると「１級」が最も多く、「１級」と「２級」を合わせた『重度』に該当する人

は、2020年では 1,037人となっています。また、障がいの種類で見ると、「肢体不自由」が最も多く

なっています。 

 

【身体障がい者手帳（年齢状況別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【身体障がい者手帳（等級別状況）】 
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【身体障がい者手帳（障がいの主な種類）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 

視覚障がい 155人 153人 147人 148人 146人 

聴覚・平衡機能障がい 148人 142人 143人 148人 149人 

音声・言語・そしゃく機

能障がい 
31人 29人 25人 29人 26人 

肢体不自由 1,335人 1,291人 1,271人 1,265人 1,232人 

内部障がい 626人 644人 662人 686人 671人 

合計 2,295人 2,259人 2,248人 2,276人 2,224人 
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（２）知的障がいのある人（療育手帳所持者） 

 療育手帳所持者は、年々増加傾向にあり、2016年から 2018年の伸び率も 10.7%と全国（6.8%）、大

阪府（8.8%）と比較して高い傾向を示しています。判定状況別で見ると、軽度の「Ｂ２」の増加が著

しく、重度の「Ａ」も増加し続けています。 

 

【療育手帳（年齢別状況）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【療育手帳（判定状況））】 
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（３）精神障がいのある人（精神障がい者保健福祉手帳所持者） 

 精神障がい者保健福祉手帳所持者は、年々増加傾向にあり、2016 年から 2018 年の伸び率は 12.7%

となっており、全国（15.0%）と大阪府（14.0%）より下回っております。等級状況別で見ると、全体

の５～６割を占める「２級」、全体の１割を占める重度の「１級」の伸びは大きくありませんが、「３

級」は 2016年と 2020年を比較すると倍近くとなっています。 

 

【精神障がい者保健福祉手帳（年齢別状況）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【精神障がい者保健福祉手帳（等級別状況）】 
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（４）その他の障がいのある人 

自立支援医療（精神通院医療）の受給者は、年々増加し続けており、2016年から 2018年の伸び率

は 12.3%となっており、全国（8.8%）と大阪府（8.5%）より高い伸び率を示しています。 

 

【自立支援医療（精神通院医療）受給者の状況】 
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 ４ 第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画の成果目標の達成状況 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 本市における地域移行者数は計画期間中に１人であり、福祉施設入所者数の削減人数も１人と目標

の達成には至っておりません。平成 29年度には市営住宅でもグループホームが開設され、平成 30年

度から令和 2 年度の計画期間中にはグループホームが 7 か所から 13 か所に増え、地域移行を促す等

しましたが、残念ながら入居に至りませんでした。今後も地域移行を促進できるよう周知を行ってま

いります。 

 

項目 第５期計画の目標 

福祉施設の入所者の地域

生活への移行 

平成 28年度末時点の施設入所者数の９％（３人）と平成 28年度

までの未達成分（２人） 

福祉施設入所者数の削減 
平成 28年度末時点の施設入所者から２％（１人）と平成 28年度

末までの未達成分（３人） 

 

 平成 28年度 令和元年度 

施設入所者数 38人 36人 

 

【達成状況】 

 目標値（令和２年度） 実績（令和２年度） 

地域生活へ移行した人数 ５人 １人 

福祉施設入所者数の削減 ４人 １人 

 

 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

   保健・医療・福祉関係者による協議の場は、令和２年 10月に設置し、目標を達成しています。 

 

項目 第５期計画の目標 

保健・医療・福祉関係者に

よる協議の場 

泉州北障がい保健福祉圏域での保健・医療・福祉関係者による協

議の場の設置 

 

【達成状況】 

 目標値（令和２年度） 実績（令和２年度） 

保健、医療、福祉関係者によ

る協議の場の設置 

1か所 

泉州北障がい保健福祉圏域 
令和２年 10月に設置済 
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（３）（障がい者の重度化・高齢化や親亡き後を見据えた）地域生活支援拠点等の整備 

   地域生活支援拠点は、面的整備を進めており、目標を達成する見込みです。 

  ※面的整備とは、複数の機関が分担して機能を担う体制を整備することです。 

 

項目 第５期計画の目標 

地域生活支援拠点等の整備 本市と近隣市町で、地域生活支援拠点等を面的に整備 

 

【達成状況】 

 目標値（令和２年度） 実績（令和２年度） 

地域生活支援拠点等を整備 本市と近隣市町との面的整備 
市での面的整備に向け、基

幹相談支援センターを充実 

 

 

■地域生活支援拠点の面的整備のイメージ（厚生労働省） 
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（４）福祉施設からの一般就労への移行等 

目標の 13人に対して、令和元年度時点で７人が福祉施設から一般就労へ移行しています。 

市としては、福祉施設利用者を対象とした職業体験を実施するなど就労移行に取り組んでいます。 

また、就労継続支援（Ｂ型）事業所の工賃も平成 28年度時点より大きく増額となっています。 

 

項目 第５期計画の目標 

福祉施設から一般就労へ

の移行 
平成 28年度の一般就労の移行実績の 1.3倍以上 

就労移行支援事業の利用

者数 
平成 28年度末の利用者の 1.2倍以上 

就労移行支援事業所ごと

の就労移行率 

就労移行支援事業所の移行率が３割以上の事業所が全体の５0％

以上 

就労定着支援事業による

１年後の職場定着率 
就労定着支援事業の支援開始から１年後の職場定着率を 80％以上 

就労継続支援（Ｂ型）事業

所における工賃の平均額 

大阪府から提供の市内の就労継続支援Ｂ型事業所において設定さ

れた目標値内踏まえた目標額を設定 

 

 

 実績 

（平成 28年度） 

目標値 

（令和２年度） 

実績 

（令和元年度） 

福祉施設から一般就労への

移行者数 
10人 13人 ７人 

就労移行支援事業利用者数 12人 24人 20人 

就労移行率 3 割以上の就労

移行支援事業所の割合 
33.3％ 50％以上 ０％ 

就労定着支援事業による 1

年後の職場定着率 
― 80％以上 50％ 

就労継続支援（Ｂ型）事業所

における工賃の平均額 
9,290円 12,830円 13,788円 
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（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

 児童発達支援センター、医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場を設置するとともに、主に

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所と放課後等デイサービス事業所は目標に対して、令

和２年度に１か所増えたため、それぞれ３か所整備し、目標を達成しています。 

 

項目 第５期計画の目標 

児童発達支援センターの設置 市立児童発達支援センター「松の実園」の機能等を充実 

保育所等訪問支援の充実 
「松の実園」が中心となって、障がい児の地域社会への参加等

を促進 

主に重症心身障がい児を支援

する児童発達支援事業所 
２か所設置 

主に重症心身障がい児を支援

する放課後等デイサービス事

業所 

２か所設置 

医療的ケア児支援のための関

係機関の協議の場の設置 
平成 30年度末までに自立支援協議会等に協議の場の設置 

 

 

 目標値（令和２年度） 実績（令和２年度） 

児童発達支援センターの設置 1か所 １か所 

保育所等訪問支援の充実 １か所 １か所 

主に重症心身障がい児を支援

する児童発達支援事業所 
２か所 ３か所 

主に重症心身障がい児を支援

する放課後等デイサービス 
２か所 ３か所 

医療的ケア児支援のための関

係機関の協議の場の設置 
設置 

設置 

（泉大津市、忠岡町との広域） 
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第３章 

「第６期高石市障がい福祉計画」・「第２期高石市障がい児福祉計画」の基本的な考え方 

 １ 基本理念 

本市では、平成 23年３月に「第４次高石市総合計画」を策定し、その基本理念を「市民主体のやさ

しさと活力あふれる健幸のまち」とし、福祉の分野の目標を「ひとにやさしい暮らしのまち」と掲げ

ています。 

このまちづくりの指針に基づき、令和元年３月に策定の「第３次高石市障がい者計画」では基本理

念を「ともに支えよう 一人ひとりの自立 ともにつくろう やさしいまち」とし、『すべての障がい

のある人は、社会を構成する一員として基本的人権を有し、かけがえのない個人として尊重される共

生社会の実現』と『障がいの有無にかかわらず、住み慣れた地域で安心して暮らすことができ、自立

と社会参加の実現をめざしたやさしいまちづくりの推進』を進めており、本計画においても、同理念

を継承します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

○すべての障がいのある人は、社会を構成する一員として基本的人権を有し、

かけがえのない個人として尊重される共生社会の実現 

○障がいの有無にかかわらず、住み慣れた地域で安心して暮らすことができ、

自立と社会参加の実現をめざしたやさしいまちづくりの推進 

 

ともに支えよう 一人ひとりの自立 

ともにつくろう やさしいまち 
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 ２ 基本的な視点 

この計画を推進し、基本理念を実現するため、次の点を重視します。 

 

（１）障がいのある人の自己決定と自己選択の尊重（継続） 

障がいの種別や程度にかかわりなく、障がいのある人自らがサービスを選択し、必要な支援を受け

ながら、障がいのある人の自らの自立と社会参加の実現を図ることができるよう、障がい福祉サービ

スの提供基盤の整備を引き続き推進します。 

（２）障がいのある人の就労支援の強化・充実（継続） 

障がいのある人の自立支援の観点から、就労移行支援事業などを推進するとともに、大阪府やハロ

ーワークなど関係機関と連携して雇用機会の確保や、福祉施設における雇用の場の拡大、行政の福祉

化など、雇用と福祉の連携による就労支援を図ります。 

（３）障がいのある人の地域生活を支援するサービス提供体制の整備（一部追加） 

障がいのある人の地域生活への移行を促進するため、受け皿となるグループホームなど居住の確保

を図るとともに、地域での自立と社会参加の促進に向け、身体機能や生活に必要な訓練、就労に向け

た訓練を行う日中活動の場の充実を図ります。 

また、障がいのある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えて、緊急時の受入対応体制の確保、

人材の確保・養成・連携等を進めるとともに、通院介助や付き添い等の地域で生活するための支援を

充実します。 

地域全体で障がいのある人の生活を支えるため、関係団体や地域団体などと連携を図ります。 

（４）多様な相談ニーズに対応できる総合的な相談支援体制の確立（一部追加） 

サービス利用者の権利擁護と選択の自由を保障することを基本に、障がいのある人に対するサービ

スの提供とともに、適切に利用できるよう、当事者やその家族などに対する相談支援の充実を図ると

ともに、抱える複合的な課題の把握・対応に向けて保健、医療、教育、福祉サービスにつなげる等行

政機関その他関係機関との連携に努めます。 

また、一人ひとりの状態やニーズに適したきめ細やかなサービスや支援を提供できるよう、サービ

ス利用計画の利用を促進します。 

（５）地域共生社会の実現（新規） 

地域生活課題の把握・解消に向け、地域住民をはじめ、地域の多様な主体が身近な地域における生

活課題などを「我が事」としてとらえ、その解決に向け、人や分野を超えて「丸ごと」つながる環境

の整備を行う“「我が事・丸ごと」の地域づくり”を進めます。 

（６）高石市障害者自立支援協議会による推進（継続） 

施設や病院からの地域移行や一般就労の促進を図るため、自立訓練や雇用・就労の場の整備にあた

っては、行政をはじめ事業者、企業などが協力・連携し、支援する仕組みが重要であることから、そ

の機能を担う高石市障害者自立支援協議会の効果的な運営を図ります。 
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第４章 障がい福祉計画 

＜障がい福祉・障がい児福祉 成果目標と活動指標の関係＞ 
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施設入所者の地域生活への移行 

〇地域生活への移行者の増加 

○施設入所者の削減 

【成果目標】 【活動指標】 

〇訪問系サービス（居宅介護等）の利用者数、利用時間数 

○生活介護の利用者数、利用日数 

○自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用日数  

○就労移行支援の利用者数、利用日数 

○短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数 

○自立生活援助の利用者数○共同生活援助の利用者数 

○地域移行支援の利用者数○地域定着支援の利用者数 

○施設入所支援の利用者数 

精神障害にも対応した 

地域包括ケアシステムの構築 

〇精神障がい者の精神病床から退院後１

年以下の地域における平均生活日数 

○精神病床における１年以上長期入院患

者数（65歳以上・65歳未満） 

○精神病床における早期退院率（入院後

３か月・６か月・１年時点の退院率） 

障がい者の地域生活の支援 

〇地域生活支援拠点等における機能の充実 

福祉施設から一般就労への移行等 

〇福祉施設利用者の一般就労への移行者の

増加 

○職場定着率の増加 

障がい児支援の提供体制の整備等 

〇児童発達支援センターの設置及び保育

所等訪問支援の充実 

○主に重症心身障害児を支援する児童発

達支援事業所及び放課後等デイサービ

ス事業所の確保 

○医療的ケア児支援のための保健・医

療・障害福祉・保育・教育等の関係機

関の協議の場の設置 

相談支援体制の充実・強化等 

〇相談支援体制の充実・強化に向けた体制

を確保 

障害福祉サービス等の質の向上を図るための

取組に係る体制の構築 

〇障害福祉サービス等の質の向上を図るた

めの取り組みに係る体制の構築 

○精神障害者の地域移行支援の利用者数 

○精神障害者の地域定着支援の利用者数 

○精神障害者の共同生活援助の利用者数 

○精神障害者の自立生活援助の利用者数 

○保健、医療・福祉関係者による協議の場の開催回数 

○保健、医療（精神科、精神科以外の医療機関別）、 

福祉、介護、当事者、家族等の関係者ごとの参加者数  

○保健、医療、福祉関係者による協議の場における目

標設定及び評価の実施回数 

○地域生活支援拠点等の設置箇所数と地域生活支援拠

点等における機能の充実に向けた検証及び検討の実

施回数 

○就労移行支援の利用者数、利用日数 

○就労移行支援事業等（就労移行支援、就労継続支援

Ａ型、就労継続支援Ｂ型）から一般就労への移行者

数 

○就労定着支援の利用者数 

○児童発達支援の利用児童数、利用日数 

○医療型児童発達支援の利用児童数、利用日数 

○放課後等デイサービスの利用児童数、利用日数 

○保育所等訪問支援の利用児童数、利用日数 

○訪問型児童発達支援の利用児童数、利用日数 

○障害児相談支援の利用児童数 

○医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコ

ーディネーターの配置人数 

○総合的・専門的な相談支援の実施の有無 

○地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的

な指導・助言件数 

○地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 

○地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 

○都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修

の参加や都道府県が市町村職員に対して実施する研

修の参加人数 

○障害者自立支援審査支払等システム等での審査結果

を分析してその結果を活用し、事業所や関係自治体

等と共有する体制の有無及びそれに基づく実施回数 

○都道府県等が実施する指定障害福祉サービス事業者

及び指定障害児通所支援事業者等に対する指導監査

の適正 

な実施とその結果の関係自治体との共有する体制の有

無及びそれに基づく共有回数 
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 １ 成果目標 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

【成果目標】 

 ・地域移行者数：令和元年度末入所者数の６％以上 

 ・施設入所者数：令和元年度末の 1.6％以上削減 

①地域生活への移行者数 

これまでの実績及び現状から、令和５年度末までに令和元年度末時点の施設入所者 36 人の６％

（３人）が地域生活へ移行することを目標として設定します。 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

国の基本指針に沿った目標設定とし、令和５年度末までに令和元年度末の施設入所者数の

６％以上が地域生活へ移行することを基本とする。 

 

②施設入所者の削減数 

地域移行者や新たに施設入所が見込まれる人数などを踏まえ、令和５年度末までに令和２年度時

点の施設入所者から 1.6％（１人）の削減を目標として設定します。 

 

【成果目標】 

項目 目標値 考え方 

地域生活への移行者数 ３人 令和５年度末時点の地域移行者数 

福祉施設入所者の削減見込み １人 令和５年度末時点の削減見込数 

＜参考＞福祉施設入所者数 36人 令和元年度末時点の施設入所者数 

 

 

  

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

国の基本指針に沿った目標設定とし、令和５年度末までに令和元年度末時点の施設入所者

数から 1.6％以上削減することを基本とする。なお、新たに施設へ入所する者を見込むにあ

たっては、グループホーム等での対応が困難な者など真に施設入所支援が必要な場合を検討

し、その検討結果を踏まえて設定すべきものであることに留意する必要がある。 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

長期入院患者の地域生活への移行を進めるにあたり、地域精神保健医療福祉の一体的な取組の推

進や、差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂的な社会の実現に向けた取組の推進に努め

ます。またこれを踏まえ、精神障がい者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをするこ

とができるよう、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めます。 

 

①精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均日数 

国及び大阪府の方針に基づき、精神病床から退院後１年以内の地域での平均生活日数を 316日と

します。 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

国の基本指針に沿った目標設定とし、令和５年度における精神障がい者（精神病床への入

院後１年以内に退院した者に限る。）の精神病床から退院後１年以内の地域での平均生活日

数を 316日以上とすることを基本とする。 

 

②精神病床における１年以上の長期入院患者数 

本市では、精神病床における１年以上の長期入院患者数が令和元年６月末時点で 201 人であり、

国及び大阪府の方針に基づき、令和５年６月末時点で 190人とすることを目標値とします。 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

大阪府では、令和５年６月末時点の精神病床における１年以上の長期入院患者数 8,688

人を目標値として設定する。 

市町村においては、大阪府が実施する「精神科在院患者調査」の内容も参考にし、大阪府

の成果目標を、令和元年度時点の大阪府の精神病床における 1年以上の長期入院患者数に占

める各市町村の精神病床における 1年以上の長期入院患者数の割合で按分した数値（大阪府

から市町村単位のデータを提供）を下限として、目標値を設定されたい。 

なお、目標値の設定にあたっては、65歳以上と 65歳未満は区別しないこととする。 

 

 

③精神病床における早期退院率 

国及び大阪府の方針に基づき、令和５年度の精神病床における早期退院率（入院後３ヶ月時点、

入院後６ヶ月時点、入院後１年時点）について、入院後３ヶ月時点の退院率は 69％、入院後６ヶ月

時点の退院率は 86％、入院後１年時点の退院率は 92％を目標値とします。 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

国の基本指針に沿った目標設定とし、令和５年度の精神病床における早期退院率（入院後

３ヶ月時点、入院後６ヶ月時点、入院後１年時点）について、入院後３ヶ月時点の退院率は

69％以上、入院後６ヶ月時点の退院率は 86％以上、入院後１年時点の退院率は 92％以上

とすることを基本とする。 
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【成果目標】 

項目 目標値 考え方 

精神障がい者の精神病床から退院後１年

以内の地域における平均日数 
316日 

令和５年度における精神障がい者の精

神病床から退院後１年以内の地域での

平均生活日数 

精神病床における１年以上の長期入院患

者数 
190人 

令和５年６月時点の精神病床における

１年以上の長期入院患者数 

精神病床における早期退院率  

令和５年度の精神病床における早期退

院率 

 入院後３か月時点の退院率 69％ 

 入院後６か月時点の退院率 86％ 

 入院後１年時点の退院率 92％ 

 

【活動指標】 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

精神障がい者の地域移行支援利用者数 ０人 ０人 ０人 

精神障がい者の地域定着支援利用者数 ２人 ３人 ３人 

精神障がい者の共同生活援助利用者数 12人 13人 14人 

精神障がい者の自立生活援助利用者数 １人 １人 １人 

 

（３）地域生活支援拠点等の整備 

①地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

地域生活支援拠点等は、在宅での生活を支えるため、① 緊急時の受入れ・対応、② 相談、③ 体

験の機会・場、④ 専門的人材の確保・養成、⑤ 地域の体制づくりの５つの機能を備えたものです。

既存の社会資源を活用し、関係機関と連携することで５つの機能が発現できるよう、面的整備を進

めています 

自立支援協議会などの意見を踏まえ、機能や役割などについて協議し、実現に向けた課題や運営

体制、効果検証などを精査し、令和５年度末までに、地域生活支援拠点等を確保しつつ、協議会に

おいて年１回以上運用状況を検証・検討します。 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

国の基本指針に沿った目標設定とし、令和５年度末までに各市町村もしくは圏域に１つ以

上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、協議会等を活用して年１回以上運用状況を検証・検

討することを基本とする。 

 

【成果目標】 

項目 目標値 考え方 

地域生活支援拠点等 
１か所 

（面的整備） 
引き続き、面的整備で対応する。 

運用状況の検証・検討 年１回実施 
協議会で年１回の運用状況の検証・検

討のための協議を行う。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

①福祉施設から一般就労への移行 

就労移行支援事業などの実績を踏まえ、大阪府が設定した府内全体の目標値を市町村ごと按分し

た数値（11人）を目標として設定し、その内訳として就労移行支援で６人、就労継続支援Ａ型で３

人、就労継続支援Ｂ型で２人を目標値として定めます。 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

国の基本指針に沿った目標設定とし、就労移行支援事業等を通じて、令和５年度中に一般

就労へ移行する者の数を、令和元年度の一般就労への移行実績の 1.27倍以上とすることを

基本とする。 

併せて、就労移行支援事業、就労継続支援Ａ型事業、就労継続支援Ｂ型事業の各事業を通

じて、令和５年度中に一般就労へ移行する者の数についても、国の基本指針に沿った目標設

定とし、就労人数調査の結果を活用して一般就労へ移行する者を算定し、就労移行支援事業

は令和元年度の一般就労への移行実績の 1.30倍以上、就労継続支援Ａ型事業は令和元年度

の一般就労への移行実績の 1.26倍以上、就労継続支援Ｂ型事業は令和元年度の一般就労へ

の移行実績の 1.23倍以上とすることを基本とする。 

 

【成果目標】 

項目 
令和元年度

実績 
目標値 考え方 

一般就労への移行者数 ７人 11人 
大阪府が各市町村に定める令和

５年度時点までの一般就労への

移行者数 

 就労移行支援 ４人 ６人 

 就労継続支援Ａ型 ２人 ３人 

 就労継続支援Ｂ型 １人 ２人 

 

 

②就労定着支援事業の利用者数及び事業所ごとの就労定着率 

国及び大阪府の方針に基づき、令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行

する者のうち、７割が就労定着支援事業の利用者であること及び、就労定着支援事業の就労定着率

８割以上の事業所を全体の７割以上とすることを目標に定めます。 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

就労定着支援事業の利用者数については、国の基本指針に沿った目標設定とし、令和５年

度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、７割が就労定着支援

事業を利用することを基本とする。 

さらに、就労定着支援事業の就労定着率（過去３年間の就労定着支援事業の総利用者数の

うち前年度末時点の就労定着者数の割合をいう。）についても、国の基本指針に沿った目標

設定とし、就労人数調査の結果を活用して就労定着率を算定し、就労定着率が８割以上の事

業所を全体の７割以上とすることを基本とする。 
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【成果目標】 

項目 目標 考え方 

一般就労移行者のうちの就労移行支援事業

利用割合 
７割 

令和５年度時点の一般就労移行

者数における就労移行支援事業

の利用者の割合 

就労定着率８割以上の就労定着支援事業所 全体の７割 

令和５年度時点の就労定着支援

事業所における就労定着率８割

以上の事業所が占める割合 

 

③就労継続支援Ｂ型事業所における工賃の平均額 

工賃の平均額について、大阪府は独自に成果目標を設定することとしており、大阪府の工賃の目

標額は、個々の就労継続支援（Ｂ型）事業所において設定した目標額を踏まえた設定となっていま

す。 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

就労継続支援Ｂ型事業所における工賃の平均額については市町村間で格差があるが、国の

基本指針において、直ちに一般就労に移行することが難しい障がい者が適性に応じて能力を

発揮し、地域において自立した生活を実現するため、就労継続支援事業における工賃等の向

上を図っていくことが望ましいとされている。 

このため、大阪府では、個々の就労継続支援Ｂ型事業所の工賃等を参考とし、大阪府自立

支援協議会就労支援部会工賃向上委員会の意見を踏まえて、令和３年度から令和５年度の就

労継続支援Ｂ型事業所における工賃の目標額について、令和３年２月に設定予定である。 

市町村においては、就労継続支援 B型事業所の位置付けを十分に踏まえつつ、大阪府が提

供する市町村単位での令和５年度の就労継続支援Ｂ型事業所における工賃の平均額の見込

みを参考とするとともに、令和元年度の工賃の平均額の実績よりも令和５年度の工賃の平均

額が向上するよう目標値を設定されたい。 

 

【成果目標】 

項目 
令和元年度

実績 
目標値 考え方 

平均月額工賃 13,788円 14,821円 

大阪府から提供の市内の就労継

続支援 B 型事業所において設定

された令和５年度の目標工賃を

踏まえて目標額を設定 
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（５）相談支援体制の充実・強化等 

国及び大阪府の方針を踏まえ、令和２年度に設置した基幹相談支援センターを引き続き運営しま

す。 

相談支援事業について、サービス等利用計画の作成を含めた相談支援を行う人材の育成支援、

個別事例における専門的な指導や助言を行うほか、利用者及び地域の障がい福祉サービスや地域

相談支援等の社会的基盤の整備の実情の的確な把握に努めます。 

その取組を効果的に進めるため、基幹相談支援センターを中心とした相談支援に関して指導的

役割を担う人材である主任相談支援専門員を計画的に確保するとともに、その機能の有効な活用

に努めます。 

そして、計画相談支援、地域相談支援、一般的な相談支援及び基幹相談支援センター等重層的

な仕組みが構築し、改めてその相談支援体制について検証・評価を行うとともに、総合的な相談

支援体制、専門的な指導・助言及び人材育成等各種機能の更なる強化・充実に向けて検討を進め

ます。 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

国の基本指針に沿った目標設定とし、令和５年度までに市町村が基幹相談支援センターを

設置することを基本とする。 

 

【成果目標及び活動指標】 

項目 目標値 考え方 

基幹相談支援センター １か所 
令和２年度に基幹相談支援セン

ターを設置済 

 

【活動指標】 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域の相談支援事業者に対する訪問等に

よる専門的な助言・指導 
12件 12件 12件 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援 ６件 ６件 ６件 

地域の相談機関との連携強化の取組 ６回 ６回 ６回 
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（６）障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

大阪府との協議・検討の上、今後の方針を決定します。 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

国の基本指針の趣旨を踏まえ、報酬請求にかかる過誤調整等の事務を削減し、利用者への

直接支援等の充実と適切なサービス利用を図るとともに、指導監査の適正な実施などにより

運営基準等の遵守させることにより、事業所等のサービス等の質の向上させるため、令和５

年度末までに以下の事項を目標として設定することを基本とする。 

〇大阪府と市町村は障害者自立支援審査支払等システム等でエラーの多い項目等につい

て集団指導等の場で注意喚起を行う 

〇大阪府は不正請求等の未然防止や発見のため、審査事務を担っている市町村との連携体

制を構築する 

〇大阪府や指定権限を有する市町村が実施する指定障がい福祉サービス事業者及び指定

障がい児通所支援事業者等に対する指導について、大阪府が府内の指定権限を有する市

町村等と課題や対応策について協議する場を設置する 

市町村においては、報酬の審査体制の強化、指導権限を有する者との協力・連携や適正な

指導監査等の実施等について目標を設定するとともに、研修の実施等により市町村職員の質

の向上にも努められたい。 

 

【活動指標】 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

障がい福祉サービス等に係る各種研修 適宜研修に参加 
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 ２ 障がい福祉サービス 

（１）訪問系サービス 

訪問系サービスの充実を図り、必要とする人が利用できるサービスを保障します。 

 

【サービスの概要】 

サービス名 対象・事業概要 

居宅介護（ホームヘルプ） 
障がいのため、日常生活を送るのに支障がある人 

自宅で入浴や排せつ、食事の介助などのサービスを提供 

重度訪問介護 

重度の障がいがあり、常時介護を必要とする人 

自宅での入浴や排せつ、食事の介助などから、外出時の移動中の介護

を総合的に行うサービスを提供 

行動援護 

常に介護を必要とする知的障がいのある人、及び精神障がいのある人

（児童を含む） 

外出時において、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護

その他の便宜を提供 

同行援護 

視覚障がいのある人 

外出時において、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護

その他の便宜を提供 

重度障がい者等包括支援 

常に介護を必要とする人 

介護の必要の程度が著しく高い場合、居宅介護をはじめとする福祉サ

ービスを包括的に提供 

 

【サービスの実績（月あたり）】 

単位 上段：利用者数 下段：利用時間 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 種別 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

居宅介護 

（ホームヘル

プ） 

身体 
39人 44人 40人 43人 41人 42人 

617 時間 711 時間 634 時間 734 時間 652 時間 774 時間 

知的 
42人 41人 45人 42人 48人 44人 

484 時間 670 時間 520 時間 604 時間 558 時間 648 時間 

精神 
64人 64人 68人 72人 72人 80人 

819 時間 826 時間 871 時間 893 時間 926 時間 972 時間 

児童 
5人 5人 5人 7人 6人 5人 

111 時間 108 時間 116 時間 112 時間 121 時間 119 時間 

合計 
150人 154人 158人 164人 167人 171人 

2,031 時間 2,315 時間 2,141 時間 2,343 時間 2,136 時間 2,513 時間 

重度訪問介護 

身体 
4人 5人 4人 7人 5人 4人 

280 時間 317 時間 296 時間 404 時間 312 時間 391 時間 

知的 
1人 0人 1人 0人 1人 0人 

67 時間 0 時間 67 時間 0 時間 67 時間 0 時間 

精神 
1人 0人 1人 0人 1人 0人 

67 時間 0 時間 67 時間 0 時間 67 時間 0 時間 

合計 
6人 5人 6人 7人 7人 4人 

414 時間 317 時間 430 時間 404 時間 446 時間 391 時間 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 
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 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 種別 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

行動援護 

知的 
1人 0人 1人 1人 1人 0人 

22 時間 0 時間 22 時間 16 時間 22 時間 0 時間 

精神 
1人 0人 1人 0人 1人 0人 

22 時間 0 時間 22 時間   0 時間 22 時間 0 時間 

児童 
1人 1人 1人 0人 1人 3人 

20 時間 11 時間 20 時間 0 時間 20 時間 29 時間 

合計 
3人 1人 3人 1人 3人 3人 

64 時間 11 時間 64 時間 16 時間 64 時間 29 時間 

同行援護 

身体 
22人 26人 23人 24人 23人 18人 

589 時間 620 時間 597 時間 604 時間 605 時間 456 時間 

児童 
0人 0人 0人 0人 0人 0人 

0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 

合計 
22人 26人 23人 24人 23人 18人 

589 時間 620 時間 597 時間 604 時間 605 時間 456 時間 

重度障がい者

等包括支援 

重度障が

いの人 

0人 0人 0人 0人 0人 0人 

0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 
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【サービスの見込み量（月あたり）】 

単位 上段：利用者数 下段：利用時間 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 種別 

居宅介護 

（ホームヘル

プ） 

身体 
45人  45人  45人  

765時間  765時間 765時間 

知的 
45人  46人  47人  

675時間 690時間 705時間 

精神 
81人  87人  93人  

1,053時間 1,131時間 1,209時間 

児童 
7人  7人  7人  

112時間 112時間 112時間 

難病 
3人  3人  3人  

44時間 44時間 44時間 

合計 
181人  188人  195人  

2,649時間 2,742時間 2,835時間 

重度訪問介護 

身体 
7人  7人  7人  

420時間 420時間 420時間 

知的 
1人  1人  1人  

67時間 67時間 67時間 

精神 
1人  1人  1人  

67時間 67時間 67時間 

合計 
9人  9人  9人  

554時間 554時間 554時間 

行動援護 

知的 
1人  1人  1人  

16時間 16時間 16時間 

精神 
0人  0人  0人  

0時間 0時間 0時間 

児童 
３人  ３人  ３人  

29時間 29時間 29時間 

合計 
4人  4人  4人  

45時間 45時間 45時間 

同行援護 

身体 
26人  26人  26人  

620時間 620時間 620時間 

児童 
0人  0人  0人  

0時間 0時間 0時間 

合計 
26人  26人  26人  

620時間 620時間 620時間 

重度障がい者

等包括支援 

重度障が

いの人 

0人  0人  0人  

0時間 0時間 0時間 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 
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【実績・達成状況】 

居宅介護は、利用者数、利用時間ともに障がい者数の増加により計画を上回っています。身体、

精神障がいのある人のいずれも計画を上回っています。一方で、同行援護は平成 30年度から令和２

年度にかけて利用者数と利用時間が減少傾向にあります。 

 

【見込み・方向性】 

居宅介護は、精神障がい者の利用の増加が大きく、今後、障がい者の高齢化が進むことからも利

用が増加することを見込んでいます。重度訪問介護及び行動援護、同行援護は今後も一定のニーズ

があると見込んでいます。 

重度障がい者等包括支援は、本計画期間中に見込み量を設定していませんが、ニーズに応じてサ

ービスの提供を検討します。 

 

【見込み量確保のための方策】 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護については、事業所が市内を含め近隣市町等に多くあり、見

込量は確保されるものと想定されます。 

行動援護は、市内に事業所がないため、近隣市町等の事業所からのサービス提供を想定していま

す。 
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（２）日中活動系サービス 

日中活動系サービスの充実を図り、希望する人が利用できるサービスを保障します。 

 

【サービスの概要】 

 

サービス名 対象・事業概要 

生活介護 

常に介護を必要とする人 

主として昼間、障がい者支援施設などの施設で、食事、入浴、排せつ

などの介助、日常生活上の支援を行うことともに、軽作業などの生産

活動や創作的活動の機会を提供 

自立訓練（機能訓練） 

障がいの区分なく利用可能 

自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、一定の期

間、身体機能または生活機能の向上のために必要な訓練などを提供 

自立訓練（生活訓練） 

障がいの区別なく利用可能 

自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、一定の期

間、生活機能の向上のために必要な訓練などを提供。また、視覚障が

い者に対する専門的訓練を提供 

就労移行支援 

一般企業などへの就労を希望する人 

一定の期間、事業所における作業や企業における実習などを通じて、

就労に必要な知識及び能力の向上のための訓練を提供 

就労継続支援Ａ型 

【雇用型】  

一般事業者に雇用されることが困難で、事業所内で雇用契約に基づく

就労が可能な人 

一般就労に向け、必要な知識や能力の向上のために必要な指導や訓練

などのサービスを提供 

就労継続支援Ｂ型 

【非雇用型】 

企業等での就労経験があり、年齢や体力の面で雇用されることが困難

となった人。また、就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇用に

結びつかなかった人 

雇用契約を終結しないで、就労の機会や生産活動の場、就労への移行

に向けた支援などのサービスを提供 

就労定着支援 

生活介護や自立訓練、就労移行支援事業等を利用し、一般就労へ移行

した人 

企業や自宅等への訪問などにより、生活リズム、家計や体調の管理な

どの課題解決に向けて、必要な連絡調整や指導・助言などを支援 

療養介護 

医療を必要とし、常時介護を必要とする人 

主に昼間、病院やその他施設などで行われる機能訓練、療養上の管理、

医学的管理課での介護や日常生活上のサービスを提供 
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【サービスの実績（月あたり）】 

単位 上段：利用者数 下段：延利用者数 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 種別 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

生活介護 

身体 
15人  18人 16人 18人 16人 16人 

252 人日 270 人日 256 人日 275 人日 260 人日 237 人日 

知的 
113人 108人 113人 114人 114人 106人 

2,004 人日 1,957 人日 2,014 人日 2,095 人日 2,025 人日 2,047 人日 

精神 
4人 5人 4人 7人 5人 7人 

38 人日 65 人日 45 人日 102 人日 54 人日 91 人日 

合計 
132人 131人 133人 139人 135人 129人 

2,294 人日 2,292 人日 2,315 人日 2,472 人日 2,339 2,375 

自立訓練  

(機能訓練・

生活訓練) 

身体 
2人 0人 2人 0人 2人 0人 

36 人日 0 人日 36 人日 0 人日 36 人日 0 人日 

知的 
3人 5人 3人 3人 3人 1人 

65 人日 82 人日 65 人日 51 人日 65 人日 14 人日 

精神 
2人 2人 2人 2人 2人 3人 

40 人日 30 人日 40 人日 25 人日 40 人日 42 人日 

合計 
7人 7人 7人 5人 7人 4人 

141 人日 112 人日 141 人日 76 人日 141 人日 56 人日 

就労移行支援 

身体 
2人 1人 2人 2人 2人 3人 

35 人日 27 人日 35 人日 34 人日 35 人日 53 人日 

知的 
10人 6人 11人 3人 12人 5人 

192 人日 116 人日 211 人日 65 人日 230 人日 68 人日 

精神 
8人 5人 9人 7人 10人 10人 

113 人日 74 人日 127 人日 117 人日 141 人日 127 人日 

合計 
20人 12人 22人 12人 24人 18人 

340 人日 217 人日 373 人日 216 人日 406 人日 248 人日 

就労継続支援

A型 

身体 
3人 5人 3人 6人 3人 3人 

47 人日 99 人日 50 人日 99 人日 52 人日 65 人日 

知的 
7人 11人 8人 13人 8人 6人 

149 人日 219 人日 156 人日 253 人日 164 人日 120 人日 

精神 
16人 15人 17人 13人 17人 6人 

252 人日 253 人日 265 人日 234 人日 278 人日 116 人日 

合計 
26人 31人 28人 32人 28人 15人 

448 人日 571 人日 471 人日 586 人日 494 人日 301 人日 

就労継続支援

B型 

身体 
2人 5人 2人 5人 3人 10人 

37 人日 79 人日 41 人日 86 人日 46 人日 151 人日 

知的 
61人 61人 65人 62人 70人 74人 

1,162 人日 1,180 人日 1,243 人日 1,202 人日 1,330 人日 1,341 人日 

精神 
45人 45人 48人 50人 51人 66人 

760 人日 814 人日 808 人日 861 人日 860 人日 984 人日 

合計 
108人 111人 115人 117人 124人 150人 

1,959 人日 2,073 人日 2,092 人日 2,149 人日 2,236 人日 2,476 人日 

就労定着支援 

身体 2人 0人 2人 0人 2人 1人 

知的 7人 1人 8人 2人 9人 2人 

精神 5人 2人 6人 1人 6人 1人 

合計 14人 3人 16人 3人 17人 4人 

療養介護 利用者数 8人 8人 8人 8人 8人 9人 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分  
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【サービスの見込み量（月あたり）】 

単位 上段：利用者数 下段：延利用者数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 種別 

生活介護 

身体 
18人  18人  18人  

275人日  275人日  275人日 

知的 
120人  123人  127人  

2,160人日 2,214人日 2,286人日 

精神 
7人  8人  8人  

98人日 112人日 112人日 

合計 
145人  149人  153人  

2,533人日 2,601人日 2,673人日 

自立訓練  

(機能訓練・生

活訓練) 

身体 
0人  0人  0人  

0人日 0人日 0人日 

知的 
5人  5人  5人  

82人日 82人日 82人日 

精神 
3人  3人  3人  

42人日 42人日 42人日 

合計 
8人  8人  8人  

124人日 124人日 124人日 

就労移行支援 

身体 
3人  3人  4人  

53人日 53人日 71人日 

知的 
6人  6人  6人  

116人日 116人日 116人日 

精神 
11人  12人  13人  

140人日 152人日 165人日 

合計 
20人  21人  23人  

309人日 321人日 352人日 

就労継続支援

A型 

身体 
6人  6人  6人  

99人日 99人日 99人日 

知的 
13人  13人  14人  

253人日 253人日 272人日 

精神 
15人  15人  15人  

253人日 253人日 253人日 

合計 
34人  34人  35人  

605人日 605人日 624人日 

就労継続支援

B型 

身体 
10人  10人  10人  

151人日 151人日 151人日 

知的 
79人  81人  83人 

1,501人日 1,539人日 1,577人日 

精神 
69人  74人  79人  

1,173人日 1,258人日 1,343人日 

合計 
158人  165人  172人  

2,825人日 2,948人日 3,071人日 

就労定着支援 

身体 0人 0人 0人 

知的 2人 2人 2人 

精神 2人 2人 2人 

合計 4人 4人 4人 

療養介護 利用者数 9人 9人 9人 
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【実績・達成状況】 

就労継続支援Ａ型・Ｂ型は、令和２年度を除いて利用者数・延利用者数ともに計画を上回ってお

り、就労継続支援Ｂ型は知的障がいのある人の利用が多くを占めています。 

就労定着支援は平成 30年度より新たに開始しましたが、市内に事業所はなくその利用者数は計画

より大きく下回っている現状です。 

 

【見込み・方向性】 

実績と障がいのある人の増加傾向から、生活介護、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型は利

用の増加を見込んでいます。 

また、自立訓練と就労定着支援、療養介護は引き続き一定のニーズがあると見込んでいます。 

 

【見込み量確保のための方策】 

いずれの事業についても、市内及び近隣市町の事業所で見込み量が確保されることを想定してい

ます。 
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（３）短期入所 

 

【サービスの概要】 

 

サービス名 対象・事業概要 

短期入所 

（ショートステイ） 

介護者が病気の場合などの理由により、障がい者支援施設などへの短

期間の入所が必要な人 

障がい者支援施設などで、入浴、排せつ、食事の介助などのサービス

を提供 

 

【サービスの実績（月あたり）】 

単位 上段：利用者数 下段：延利用者数 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 種別 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

短期入所  

(ショートステ

イ) 

身体 
1人 0人 1人 1人 1人 3人 

2 人日 1 人日 2 人日 7 人日 2 人日 4 人日 

知的 
30人 25人 32人 36人 36人 27人 

159 人日 148 人日 175 人日 208 人日 191 人日 108 人日 

精神 
0人 2人 0人 0人 0人 3人 

0 人日 7 人日 0 人日 3 人日 0 人日 15 人日 

児童 
1人 2人 1人 3人 2人 4人 

7 人日 17 人日 8 人日 19 人日 10 人日 25 人日 

合計 
32人 29人 34人 40人 39人     37人 

168 人日 173 人日 185 人日 237 人日 203 人日 152 人日 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 

 

【サービスの見込み量（月あたり）】 

単位 上段：利用者数 下段：延利用者数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 種別 

短期入所  

(ショートステ

イ) 

身体 
3人  3人  3人  

7人日  7人日 7人日 

知的 
41人  43人  44人  

205人日 215人日 220人日 

精神 
３人  ３人  ３人  

15人日 15人日 15人日 

児童 
4人  4人  4人  

28人日 28人日 28人日 

合計 
51人  53人  54人  

255人日 265人日 270人日 
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【実績・達成状況】 

短期入所は、令和元年度に利用者数が大きく増加し、延利用者数とともに計画を上回っていま

す。 

 

【見込み・方向性】 

第５期計画の利用実績を勘案し、今後も利用が増加することを見込んでいます。 

 

【見込み量確保のための方策】 

市内の事業所及び近隣市町の事業所で対応することを見込んでいます。 

また、重症心身障がい児及び医療的ケア児とその家族が安心して豊かな生活を送ることができるよう、家

庭環境等を十分に踏まえた支援や家族のニーズ把握、協議会等を活用して短期入所の役割や在り方につい

て検討します。 
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（４）自立生活援助 

 

【サービスの概要】 

 

サービス名 対象・事業概要 

自立生活援助 

定期的な巡回訪問や随時必要な情報の提供や助言などの援助が必要

な人で、1人暮らしなどで日常生活を営む上での諸問題に関する支援

が見込めない人 

定期的な巡回訪問や随時の相談や要請などに対応し、地域生活の状況

を確認し、必要な助言や医療機関等との連絡調整、生活環境などの整

備 

 

 

【サービスの実績（月あたり）】 

単位：利用者数 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 種別 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

自立生活援助 

身体 1人 0人 1人 0人 1人 0人 

知的 2人 0人 3人 0人 3人 0人 

精神 1人 0人 1人 0人 1人 0人 

合計 4人 0人 5人 0人 5人 0人 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 

 

【サービスの見込み量（月あたり）】 

単位：利用者数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 種別 

自立生活援助 

身体 1人 1人 1人 

知的 1人 1人 1人 

精神 1人 1人 1人 

合計 3人 3人 3人 

 

 

【実績・達成状況】 

現在、本市内には事業所はなく、利用実績はありませんでした。 

 

【見込み・方向性】 

利用希望者に応じて、対応することを想定しています。 

 

【見込み量確保のための方策】 

近隣市町の事業所での対応を見込んでいます。 
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（５）居住系サービス 

 

【サービスの概要】 

サービス名 対象・事業概要 

共同生活援助 

（グループホーム） 

就労または就労継続支援などの日中活動を利用しており、地域におい

て自立した日常生活を営む上で、相談などの日常生活上の援助が必要

な人 

家事などの日常生活上の支援、日常生活における相談支援や関係機関

との連絡調整など必要なサービスを提供 

施設入所支援 

生活介護または自立訓練、就労移行支援を利用している人 

日中活動と合わせて、夜間などにおける入浴、排せつまたは食事の介

助など、障がい者支援施設において必要な介護・支援を実施 

 

【サービスの実績（月あたり）】 

単位：利用者数 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 種別 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

共同生活援助

(グループホー

ム) 

身体 1人 1人 1人 2人 1人 2人 

知的 43人 44人 47人 46人 51人 48人 

精神 4人 6人 4人 10人 4人 11人 

合計 48人 51人 52人 58人 56人    61人 

施設入所支援 

身体 9人 8人 9人 7人 9人 7人 

知的 28人 29人 28人 29人 28人 28人 

精神 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

合計 37人 37人 37人 36人 37人 35人 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 
 

【サービスの見込み量（月あたり）】 

単位：利用者数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 種別 

共同生活援助

(グループホー

ム) 

身体 2人 2人 2人 

知的 48人 50人 51人 

精神 12人 13人 14人 

合計 62人 65人 67人 

施設入所支援 

身体 7人 7人 7人 

知的 28人 28人 28人 

精神 0人 0人 0人 

合計 35人 35人 35人 

 

【実績・達成状況】 

施設入所者数は減少傾向にあります。 

 

【見込み・方向性】 

施設入所者の地域移行を進め、今後も共同生活援助（グループホーム）の利用が増加することを

見込んでいます。 
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【見込み量確保のための方策】 

市内の事業所及び近隣市町の事業所で対応することを見込んでいます。 

また、入所等から地域生活への移行を進めるに当たっては、重度化・高齢化した場合や日常生活を

営む上での理解力及び生活力を補う必要のある人であっても地域生活を希望する者が地域で暮らすこ

とができるよう、適切に管内の福祉施設等の支援に係るニーズの把握に努めます。 

 

（６）計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援 

【サービスの概要】 

サービス名 対象・事業概要 

計画相談支援 

障がい福祉サービスまたは地域相談支援を利用する人と、障がい福祉

サービスを利用する児童 

支給決定または支給決定の変更前にサービス等利用計画案を策定。支

給決定または変更後、サービス事業者などとの連絡調整、計画の作成

を実施 

地域移行支援 

障がい者支援施設または児童福祉施設に入所している人、精神科病院

に入院している精神障がいのある人 

住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関す

る相談、地域移行のための障がい福祉サービス事業所などへの同行支

援などを実施 

地域定着支援 

居宅において生活する単身者など 

常時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態

などに、相談、緊急訪問、緊急対応などを行う 

 

【サービスの実績（月あたり）】                       単位：利用者数 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 種別 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

計画相談支援 

身体 8人 8人 8人 11人 8人 6人 

知的 35人 31人 37人 34人 39人 22人 

精神 20人 23人 21人 27人 22人 14人 

合計 63人 62人 66人 72人 69人 42人 

地域移行支援 

身体 1人 0人 1人 0人 1人 0人 

知的 1人 0人 1人 0人 1人 0人 

精神 2人 0人 2人 0人 2人 0人 

合計 4人 0人 4人 0人 4人 0人 

地域定着支援 

身体 1人 0人 1人 0人 1人 0人 

知的 1人 0人 1人 0人 1人 0人 

精神 1人 2人 1人 2人 1人 2人 

合計 3人 2人 3人 2人 3人 2人 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分  
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【サービスの見込み量（月あたり）】                      

単位：利用者数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 種別 

計画相談支援 

身体 10人 10人 10人 

知的 35人 36人 37人 

精神 30人 32人 34人 

合計 75人 78人 81人 

地域移行支援 

身体 0人 0人 0人 

知的 0人 0人 0人 

精神 0人 0人 0人 

合計 0人 0人 0人 

地域定着支援 

身体 0人 0人 0人 

知的 0人 0人 0人 

精神 2人 3人 3人 

合計 2人 3人 3人 

 

【実績・達成状況】 

障がい福祉サービス等を利用するための「サービス等利用計画」を策定する計画相談支援の利用

を促進し、令和元年度には計画値を大きく上回る利用となりました。また、地域移行支援について

は利用者がいませんでしたが、新たに開始した地域定着支援は、２～３人が利用しています。 

 

【見込み・方向性】 

計画相談支援は、今後も障がい福祉サービスの利用を進めることに応じて、利用者が増加するこ

とを見込み、地域定着支援は一定の利用ニーズを鑑みて、見込み量を定めています。 

地域移行支援は直近３か年の利用実績がないため、今後のニーズに応じてサービスの提供を検討

します。 

 

【見込み量確保のための方策】 

市内の事業所で、見込量は確保されると想定しています。 
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 ３ 地域生活支援事業 

（１）相談支援事業 

 

【サービスの概要】 

サービス名 事業概要 

基幹相談支援センター 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、地域全体の

相談支援体制の充実を図るため、地域の相談支援事業者との連携やネ

ットワークの強化を推進 

相談支援事業 

※基幹相談支援に含める 

障がいのある人などからの相談に応じ、必要な情報の提供、障がい福

祉サービスの利用支援など、権利擁護のために必要な援助を行い、自

立した日常生活または社会生活を営むことができるように支援 

基幹相談支援センター等

機能強化事業 

相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、特に必要と認められ

る能力を有する専門的職員を基幹相談支援センターへの配置や、相談

支援事業者等に対する専門的な指導・助言、情報収集・提供、人材育

成の支援、地域移行に向けた取組等を実施 

住宅入居等支援事業 

（居住サポート事業） 

賃貸契約等による一般住宅への入居に当たって、保証人がいない等の

理由により、入居が困難な障がい者に対し、入居に必要な調整等の支

援を実施。また、家主等への相談・助言を通じて、障がい者の地域生

活を支援 

理解促進研修・啓発事業 

障がい者が日常生活及び社会生活をする上で生じる社会的障壁をな

くすため、地域の住民に対して、障がい者に対する理解を深めるため

の研修会やイベントの開催、啓発活動などを通年、実施 

自発的活動支援事業 
障がい者やその家族、地域住民などが地域において自発的に行う活動

を支援 

 

【サービスの実績】 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 単位 計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

相談支援事業 か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

基幹相談支援セン

ター 
有無 無 無 無 無 有 有 

基幹相談支援セン

ター等機能強化事

業 

有無 無 無 無 無 無 有 

理解促進研修・啓

発事業 
有無 有 有 有 有 有 有 
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【サービスの見込み量】 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 単位 

相談支援事業 か所 １か所 １か所 １か所 

基幹相談支援セン

ター 
有無 有 有 有 

基幹相談支援センタ

ー等機能強化事業 
有無 有 有 有 

理解促進研修・ 

啓発事業 
有無 有 有 有 

 

 

【実績・達成状況】 

障がい者相談支援事業は、１か所で事業を展開し、また、令和２年度には基幹相談支援センター

も設置しました。 

「理解促進研修・啓発事業」として、障がいや障がい者への地域住民の理解を深めるためのイベ

ントなどを実施しています。 

障がい者や家族などが自発的に行う活動を支援する「自発的活動支援事業」、保証人がいないなど

の理由で一般住宅への入居を支援する「住宅入居等支援事業（居住サポート事業）」は、ニーズがな

く実施していません。 

 

【見込み・方向性】 

障がい者相談事業は、今後も１か所での事業を進める見込みです。また、基幹相談支援センター

及び基幹相談支援センター等機能強化事業を引き続き実施します。 

理解促進研修・啓発事業は、関係機関や障がい者団体などと連携し、地域住民の障がい及び障が

い者に対する理解の深化に取り組みつつ、引き続き事業を進めていきます。 

住宅入居等支援事業（居住サポート事業）と自発的活動支援事業については、ニーズに応じて対

応を検討します。 
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（２）成年後見制度利用支援事業 

 

【サービスの概要】 

サービス名 事業概要 

成年後見制度利用支援事

業 

障がい福祉サービスの利用契約の締結などが適切に行われるように

するため、成年後見制度の利用支援として、申立てに要する経費や後

見人報酬に対する補助を実施 

成年後見制度 

法人後見支援事業 

後見等の業務を適正に行うことができる法人の確保や、法人後見の活

動の支援を推進 

 

 

【サービスの実績】 

単位：利用者数 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

成年後見制度利用支援 

事業 
3人 0人 3人 2人 3人 3人 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 

 

 

 

【サービスの見込み量】 

単位：利用者数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 

成年後見制度利用支援 

事業 
３人 ３人 ３人 

 

 

【実績・達成状況】 

年度ごとに利用の有無がありますが、一定のニーズがあリます。なお、成年後見制度法人後見支

援事業は、実施していません。 

 

【見込み・方向性】 

引き続き、成年後見制度利用支援事業のさらなる利用を促進するべく、広報・周知などを充実し

ていきます。 

なお、成年後見制度法人後見支援事業については、法人後見事業を進めていくために、実施母体

である社会福祉法人等の動向を踏まえ、取り組んでいきます。 
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（３）意思疎通支援事業等（コミュニケーション支援事業） 

 

【サービスの概要】 

サービス名 事業概要 

意思疎通支援事業等（コミ

ュニケーション支援事業） 

手話通訳者・要約筆記者の派遣、手話通訳者の設置、点訳・音訳など

による支援事業を実施 

 

【サービスの実績】 

 

  平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 単位 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

手話通訳者派遣事業 
利用件数 28件 13件 28件 20件 28件 16件 

利用時間 140 時間 28 時間 140 時間 40 時間 140 時間 21時間 

要約筆記者派遣事業 
利用件数 1件 0件 1件 0件 1件 0件 

利用時間 1 時間 0 時間 1 時間 0 時間 1 時間 0 時間 

手話通訳者設置事業 設置数 1人 1人 1人 1人 1人 1人 

手話奉仕員養成研修

事業 
利用者数 5人 2人 5人 4人 6人 4人 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 

 

 

【サービスの見込み量】 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 単位 

手話通訳者派遣事業 
利用件数 20件  20件  20件  

利用時間 40時間 40時間 40時間 

要約筆記者派遣事業 
利用件数 1件  1件  1件  

利用時間 1時間 1時間 1時間 

手話通訳者設置事業 設置数 1人  1人  1人  

手話奉仕員養成研修

事業 
利用者数 4人  4人  4人  

 

【実績・達成状況】 

手話通訳者派遣事業は、計画を下回っていますが、一定のニーズがあります。 

要約筆記者派遣事業は、計画期間中に利用がありません。 

手話通訳者設置事業は、計画通り配置しています。 

手話奉仕員養成研修事業は、計画を下回っていますが、一定のニーズがあります。 

 

【見込み・方向性】 

実績に応じた見込み量を定めるとともに、ニーズに対応し、手話通訳者や要約筆記者の派遣など

の利用を促進するため、周知を充実していきます。 
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（４）日常生活用具給付等事業 

 

【サービスの概要】 

サービス名 事業概要 

日常生活用具給付等事業 
重度障がい者等の日常生活がより円滑に行われるための用具を給付・

貸与することなどにより、日常生活の便宜を供与 

 

 

【サービスの実績】 

単位：件数 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

介護訓練支援用具 2件 5件 2件 6件 2件 10件 

自立生活支援用具 10件 14件 11件 14件 12件 15件 

在宅療養等支援用具 9件 15件 10件 13件 10件 3件 

情報・意思疎通支援用具 13件 6件 13件 3件 14件 5件 

排せつ管理支援用具 532件 636件 558件 679件 585件 634件 

居宅生活動作補助用具 1件 0件 1件 0件 1件 0件 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 

 

【サービスの見込み量】 

単位：件数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 

介護訓練支援用具 10件 10件 10件 

自立生活支援用具 15件 15件 15件 

在宅療養等支援用具 15件 15件 15件 

情報・意思疎通支援用具 6件 6件 6件 

排せつ管理支援用具 692件 699件 706件 

居宅生活動作補助用具 1件 1件 1件 

 

 

【実績・達成状況】 

ニーズに対応しつつ、用具の給付や貸与を行っていますが、ほとんどの利用件数は計画を上回って

います。情報・意思疎通支援用具は利用が減少傾向にあり、居宅生活動作補助用具は計画期間中の利

用がありません。 

 

【見込み・方向性】 

実績を踏まえつつ、ニーズに対応して、必要な生活用具の給付や貸与を行っていきます。 
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（５）移動支援事業 

【サービスの概要】 

サービス名 事業概要 

移動支援事業 
社会生活上不可欠な外出及び余暇活動などの社会参加のための外出

(例：冠婚葬祭、公的行事への参加など)の際の移動を支援 

 

【サービスの実績】 

単位 上段：利用者数 下段：時間 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービ

ス名 
種別 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

移動支

援事業 

身体 
11人 10人 12人 14人 13人 10人 

1,854 時間 2,173 時間 1,967 時間 2,348 時間 2,086 時間 2,182 時間 

知的 
93人 85人 100人 82人 107人 63人 

14,396 時間 13,111 時間 15,371 時間 13,486 時間 16,412 時間 9,356 時間 

精神 
28人 26人 32人 26人 35人 26人 

5,057 時間 6,748 時間 5,623 時間 7,498 時間 6,253 時間 6,745 時間 

児童 
20人 13人 21人 12人 22人 12人 

2,214 時間 870 時間 2,331 時間 522 時間 2,454 時間 604 時間 

合計 
152人 134人 165人 134人 177人 111人 

23,521 時間 22,902 時間 25,292 時間 23,854 時間 27,205 時間 18,887 時間 

 

 

【サービスの見込み量】 

単位 上段：利用者数 下段：時間 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 種別 

移動支援事業 

身体 
14人  14人  15人  

2,632時間  2,632時間 2,820時間 

知的 
90人  93人  96人  

14,310時間 14,787時間 15,264時間 

精神 
31人  33人  36人  

8,494時間 9,042時間 9,864時間 

児童 
13人  13人  13人  

870時間 870時間 870時間 

合計 
148人  153人  160人  

26,306時間 27,331時間 28,818時間 

 

【実績・達成状況】 

知的障がいのある人の利用は減少し、精神障がいのある人や児童の利用は横ばいの傾向にありま

す。 

 

【見込み・方向性】 

実績を踏まえつつ、今後も利用者及び利用時間が増えることを見込んでいます。  
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（６）地域活動支援センター事業 

【サービスの概要】 

サービス名 事業概要 

地域活動支援センター事

業 

障がいのある人などが通う施設で、創作的活動や生産活動の機会な

ど、日中活動の場を提供。 

・Ⅰ型・・・専門職員を配置し、創作的活動や生産活動の機会、社

会との交流の促進などを提供するとともに、相談支援事業を合わ

せて実施 

・Ⅱ型・・・雇用や就労が困難な人に、機能訓練、社会適応訓練、

入浴などのサービスを提供 

・Ⅲ型・・・雇用や就労が困難な人を対象に、創作的活動や生産活

動の機会、社会との交流の促進などを提供 

 

 

【サービスの実績】 

単位 上段：利用者数 下段：設置数 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

地域活動支援センター 

基礎的事業 

130人 113人 130人 113人 130人 96人 

1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 

 

 

 

【サービスの見込み量】 

単位 上段：利用者数 下段：設置数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 

地域活動支援センター 

基礎的事業 

113人 113人 113人 

1か所 1か所 1か所 

 

 

【実績・達成状況】 

本市では、地域活動支援センターは、Ⅱ型が１か所あり、創作活動、機能訓練等を行っていま

す。利用者数は、横ばいの状況にあります。 

 

【見込み・方向性】 

地域活動支援センター事業は、引き続き、Ⅱ型を実施していきます。また障がいのある人の文化

活動、余暇活動のため創作活動等を周知し、利用者の増加に努めます。 
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（７）日中一時支援事業 

 

【サービスの概要】 

サービス名 事業概要 

日中一時支援事業 

（日帰りショート事業） 

障がいのある人の家族の就労支援及び日常的に介護している家族の

一時的な休息を目的として、障がいのある人に日中における活動の場

を確保 

 

【サービスの実績】 

単位 上段：利用者数 下段：利用回数 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

日中一時支援事業 

（日帰りショート事業） 

11人 20人 11人 20人 10人 20人 

43回 49回 41回 79回 39回 57回 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 

 

【サービスの見込み量】 

単位 上段：利用者数 下段：利用回数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 

日中一時支援事業 

（日帰りショート事業） 

20人 20人 20人 

79回 79回 79回 

 

 

【実績・達成状況】 

日中一時支援事業（日帰りショートステイ事業）は、利用者・利用回数ともに計画を上回ってお

り、平成 30年から令和元年にかけて利用回数は増加傾向にありますが、利用者数は一定となってい

ます。 

 

【見込み・方向性】 

令和元年度と同程度のニーズを見込んでいます。 
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（８）発達障がい者等に対する支援 

発達障がい者等の早期発見・早期支援に向けて、保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解

し、必要な知識や方法を身につけ、適切な対応ができるよう、ペアレントプログラムやペアレント

トレーニング等の発達障がい者等及びその家族等に対する支援体制の確立が重要です。 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等を実施するとともに、ニーズに応じて対応を

検討します。 

また、発達障がい児者の家族同士の支援を推進するため、同じ悩みを持つ本人同士や発達障がい

児者の家族に対するピアサポート等の支援を充実します。 

 

【見込み量】 

単位 人数 

指標 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ペアレントトレーニングやペアレントプロ

グラム等の支援プログラム等の受講者数 
30人 30人 30人 

ピアサポート活動への参加人数 40人 40人 40人 
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 ４ その他地域生活に関する取り組み 

① 障がい者等に対する虐待の防止 

障がいを理由に、差別や嫌な思いを経験される事例が依然として数多くあります。「障害者虐待

の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止法）」の施行を受け、障が

い者福祉施設や障がい福祉サービス事業者の職員は、虐待の防止や虐待を発見した場合などは、

通報することが義務づけられるようになりました。 

障がいのある人への虐待は、① 身体的虐待、② 性的虐待、③ 心理的虐待、④放棄・放置、⑤ 

経済的虐待があり、刑事罰の対象になる場合もあります。 

このため、福祉施設などでは、虐待防止のための責任者の明確化、虐待防止委員会の設置をは

じめとする体制の整備、防止ツール（マニュアル・チェックリスト等）の整備、従事者に対する

研修の実施などが行われています。 

障がい福祉サービス事業所においては、相談支援専門員やサービス管理責任者等が虐待の早期

発見や防止を図ることができるよう、関係機関などと連携し、虐待防止や人権意識を高めるため

の研修、障がい特性を理解し適切に支援ができるような知識や技術を獲得するための研修など、

人材育成をより一層充実するとともに、風通しの良い職場づくりを進めていくことが求められて

います。 

 本市でも関係機関と協力・連携し、虐待や虐待が疑われるケースなどに迅速に対応できるよ

う、虐待の予防、早期発見、見守りにつながる地域の見守りネットワークの構築に努めます。そ

して、さらに「障がいのある人」や「障がい」などに関する市民の正しい理解と認識を深めるた

め、障がい者虐待防止に向けた啓発活動を進めていきます。また、メール等での相談・通報受

付、夜間・土日祝日等閉庁時間の対応等、相談・通報体制の充実を検討します。 

そして、市民等からの虐待に関する通報があった場合に、速やかに障がい者等の安全の確認や

虐待の事実確認を行うとともに、市町村障がい者虐待対応協力者と協議の上、今後の援助方針や

支援者の役割を決定する体制づくりを進めます。 

虐待が発生した場合は、再発の防止等に向けて、虐待の増減・発生要因の分析等を通じた虐待

の特徴・傾向の把握や虐待防止の体制・取組等の検証に努めます。また、死亡事案等重篤事案に

ついても、発生要因の分析・事後検証や事前に相談・通報等がなかった重篤事案での事実確認・

虐待の有無の判断を行います。 

虐待を受けた障がい児に対しては、障がい児入所施設において小規模なグループによる支援や心理的

ケアを提供することにより、状況等に応じたきめ細やかな支援に努めます。 

また、認知症や知的障がい、精神障がいなどにより自ら権利を擁護することに困難を抱える障が

いのある人など人の財産管理や福祉サービスの利用などが適切に行われ、その権利が擁護されるよ

う、「成年後見制度」や社会福祉協議会の「日常生活自立支援事業」についての周知と利用支援を充

実します。 
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② 意思決定支援の促進 

障がいのある人への支援は、自己決定の尊重であることが基本です。しかしながら、自ら意思

決定をすることに困難を抱える障がいのある人が多くいます。このため、日常生活や社会生活に

関して、自らの意思が反映された生活を送ることができるよう、可能な限り本人が意思決定でき

るよう、本人の意思を確認したり、意思・選好を推定したりするなどの支援が必要とされていま

す。 

このようなことから、事業者がサービス等利用計画や個別支援計画を作成してサービスを提供

する際の障がいのある人の意思決定支援についての考え方を整理し、相談支援や施設入所支援な

どの障がい福祉サービスの現場において意思決定支援がより具体的に行われ、障がいのある人の

意思を尊重した質の高いサービスが提供されるよう、「障害サービスの利用等にあたっての意思決

定支援ガイドライン」が策定されています。 

このガイドラインを基に、事業者は意思決定支援責任者を配置し、本人や家族、成年後見人な

どを通じて、本人の意思・選好、判断能力、自己理解、心理的状況、人的・物理的環境などを適

切にアセスメントとし、本人の意思や最善の利益と判断された内容を反映したサービス等利用計

画や個別支援計画を作成し、本人の意思決定に基づくサービスが提供されるよう、事業所等に指

導・働きかけていきます。 

 

③ 障がい者等の芸術・スポーツ・文化活動支援による社会参加等の促進 

芸術・スポーツ活動を通じて幸福で豊かな生活を営むことは、すべての人の権利であり、障が

いのある人の芸術・スポーツ活動を支援していくことは、その社会参加を進め、障がいの有無に

かかわらず、人々がお互いを尊重しながら共生する社会を実現していく上で非常に重要な意義が

あります。 

身近な地域の中で、障がいのある人やその家族、障がいのある人の芸術・スポーツ活動を支援

する福祉サービス事業所や支援学校等の関係者からの相談を受け付けられるような相談支援体制

を充実させるとともに、体育館等のバリアフリー化や情報保障を進め、教育機関等と連携しなが

ら文化・スポーツ活動に参加できる機会の拡充に努めます。 

また、障がいのある人による芸術活動を支援していくため、事業者などと連携し、芸術鑑賞や

障がい者スポーツの機会を増やしたり、障がいのある人の芸術・スポーツ活動を支える人材の発

掘などに努めていきます。 

読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現のため、「視覚障害者等

の読書環境の整備の推進に関する法律」に基づき、視覚障がいのある人等の読書環境の整備に努め

ます。 

また、各種施設や道路等に関してユニバーサルデザインのまちづくりの実現を目指し、障がいの

ある人の社会参加の促進を図ります。 
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④ 障がいを理由とする差別の解消の推進 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成 25年法律第 65 号）では、障がい

のある人に対して、正当な理由なく、障がいを理由として、サービスや各種機会の提供を拒否す

る、または提供にあたって場所・時間帯などを制限する、障がいのない人に対しては付さない条

件を付けるなどにより、障がいのある人の権利利益を侵害することが禁止されています。 

「正当な理由」とは、「障がいを理由とする取扱いが客観的にみて正当な目的の下に行われたも

のであり、その目的に照らしてやむを得ないと言えるもの」ととらえられています。しかしなが

ら、障がいの特性や、現に障がいのある人がおかれている状況などにより、異なることが考えら

れます。 

一方では、障がいのある人にとって社会的障壁を除去することが必要な場合には、その実施に

伴う負担が過重でない時は、障がいのある人の権利利益を侵害することとならないよう、合理的

配慮を行うことが必要とされています。なお、合理的配慮についても、障がい特性や具体の状況

などにより異なり、多様かつ個別性の高いものであると想定されます。 

障がいのある人の社会参加を促進していくため、障がいの特性や性別・年齢・状態などを配慮

し、建設的な対話などにより相互理解を図り、必要かつ合理的な範囲で、柔軟に対応することが

求められています。 

本市では、平成 29年４月から障害者差別解消支援地域協議会の機能を、高石市障害者自立支

援協議会に付加し、障がいの特性や障がいのある人への理解と差別解消に向けて協議を進めてい

ます。 

「障害者差別解消法福祉事業者向けガイドライン～福祉分野における事業者が講ずべき障害を

理由とする差別を解消するための措置に関する対応指針～」などを参考に、本市における相談体

制の整備を進めるとともに、職員研修の実施を促進していきます。あわせて、合理的配慮とし

て、物理的環境や意思疎通への配慮などの徹底などを進めていきます。 

 

⑤ 地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 

障がい者支援施設の入所者へのサービス等利用計画の作成や当該計画の実施状況の把握を行う

ことを通じて、地域生活への移行のための支援に係るニーズが顕在化することも考えられることか

ら、障がい者支援施設等、児童福祉施設または療養介護を行う病院に入所または精神科病院に入院

している障がい者等の数等を勘案した上で、計画的に地域移行支援に係るサービスの提供体制の確

保を図ります。 

さらに、障がい者支援施設等又は精神科病院から地域生活へ移行した後の地域への定着はもとよ

り、現に地域で生活している障がい者等がそのまま住み慣れた地域で生活できるようにするため、

地域移行支援と併せて、自立生活援助や地域定着支援に係るサービスの提供体制の充実を図ります。 
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⑥ 事業所での利用者の安全確保の取組や研修等の徹底 

障がい者福祉施設などにおける安全管理を徹底するため、来訪者の予定などに関する職員間の

情報の共有や、安全確保・緊急の避難場所・連絡方法などに関する共通理解などを進めることが

必要とされています。 

また、警察をはじめ、地域の自治会や民生委員児童委員などと安全などに関する情報の共有を

はじめ、地域・自治会などと連携し、防犯や防災のための避難訓練などを充実していくことが必

要とされています。 

このため、福祉施設などが日常の安全管理や緊急時の対応、近隣地域との関わり・危険か所の

把握などに関する職員研修などを充実するよう、支援・促進します。また、地域との情報共有体

制の構築や連携に向けて支援していきます。 
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第５章 障がい児福祉計画 

１ 成果目標 

（１）障がい児支援の提供体制の整備等 

①重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支

援の充実 

児童発達支援センターは、障がいの重度化・重複化や多様化に対応する専門的機能の強化を図っ

た上で、地域における中核的な支援施設として位置づけ、障がい児通所支援等を実施する事業所と

緊密な連携を図り、重層的な障がい児通所支援の体制整備を図ることが求められています。 

本市は児童発達支援センターを設置しており、同センターの運営を継続するとともに、保育所等

訪問支援の利用体制の整備を進めます。 

そして、その地域支援機能を強化することにより、障がい児の地域社会への参加や包容（インク

ルージョン）の推進に努めます。 

 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

国の基本指針に沿った目標設定とし、市町村（圏域でも可）が令和５年度末までに児童発

達支援センターを少なくとも１か所以上設置することを基本とする。 

また、令和５年度末までに、全ての市町村が保育所等訪問支援を利用できる体制を構築す

ることを基本とするとともに、児童発達支援センターにおいて保育所等訪問支援の利用に向

けた体制を構築する。 

 

 

②主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保 

本市においては、重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事

業所が各３か所設置されており、引き続き同施設の継続を目標とし、利用を促進します。 

身近な地域にある児童発達支援や放課後等デイサービス等を受けられるように、 地域における

重症心身障がい児の人数やニーズを把握するとともに、 地域における課題の整理や地域資源の開

発等を行いながら、支援体制の充実を図ります。 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

国の基本指針に沿った目標設定とし、市町村（圏域でも可）が令和５年度末までに各市町

村の重症心身障がい児数に応じて、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及

び放課後等デイサービス事業所を設置することを基本とする。 

市町村においては、大阪府の成果目標を、令和元年度時点の大阪府の重症心身障がい児の

数に占める各市町村の重症心身障がい児の数で按分した数値（大阪府より市町村単位のデー

タを提供）を踏まえ、目標値を設定されたい。 
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③医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの設置 

医療・障がい福祉等の関係機関が連携を図るための協議を引き続き行うとともに、医療的ケア児

等コーディネーターの配置を目標とします。 

協議の場については、保健所、病院・診療所、訪問看護ステーション、障がい児通所支援事業所、

障がい児入所施設、障がい児相談支援事業所、保育所、学校等の関係者が連携を図ることを目指し

ます。 

そして、コーディネーターについては、新生児集中治療室に入院中から退院後の在宅生活を見据

え、個々の発達段階に応じた発達支援を行うとともに、家族支援を含めた医療的ケア児の「育ち」

や「暮らし」の支援に当たって、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の多職種が協働できるよ

う支援の調整を図り、医療的ケア児とその家族が抱える課題解決に向けた個別支援を行うほか、地

域で医療的ケア児の育ちを保障するため、協議の場を活用した社会資源の開発・改善を行う等の役

割が求められます。 

このため、医療的ケア児に関するコーディネーターは、その研修を修了するとともに、必要に応

じて相談支援従事者初任者研修を受講することを推進します。 

 

【国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方】 

国の基本指針に沿った目標設定とし、令和５年度末までに大阪府と市町村（圏域でも可）

がそれぞれ医療・障がい福祉等の関係機関が連携を図るための協議の場を設置するととも

に、医療的ケア児等コーディネーターを地域の実情に応じて福祉関係１名、医療関係１名を

配置する。 

 

 

項目 
令和２年度

実績 
目標値 考え方 

児童発達支援センター １か所 1か所 「松の実園」の機能等を充実 

保育所等訪問支援 １か所 １か所 

現在、他市の事業所が中心とな

っており、今後、ニーズに応じて

対応を検討する 

主に重症心身障がい児を支援

する児童発達支援事業所 
３か所 ３か所 

定員５人の事業所を週３～５日

利用 

主に重症心身障がい児を支援

する放課後等デイサービス事

業所 

３か所 ３か所 
定員５人の事業所を週３～５日

利用 

医療的ケア児支援のための 

関係機関の協議の場 
設置 継続運営 

引き続き個別事例を中心に協議

を行う 
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 ２ 障がい児福祉サービス 

障がい児福祉サービスのサービスの見込み量を推計するにあたり、本市における今後３年間の障

がい児数を令和３年度は 204 人、令和４年度は 218人、令和５年度は 233人と見込んでいます。 

 

（１）児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援等 

 

【サービスの概要】 

サービス名 事業概要 

児童発達支援 
就学前の児童について、日常生活における基本的な動作の指導、知識

技能の付与、集団生活への適応訓練等を提供 

医療型児童発達支援 肢体不自由のある児童について、児童発達支援及び治療を提供 

放課後等デイサービス 
就学している児童について、授業の就業後または休業日に、生活能力

の向上のために必要な訓練、社会との交流促進等を提供 

保育所等訪問支援 

保育所等(保育所、幼稚園、小学校等の集団生活を営む施設)を利用中、

または今後利用する予定の児童が、保育所等における集団生活の適応

のための専門的な支援を必要とする場合に、訪問支援員が訪問し、集

団の中で安定した生活ができるよう支援 

 

 

【サービスの実績（月あたり）】 

単位 上段：利用者数 下段：利用日数 

サービス名 
平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

児童発達支援 
40人 51人 40人 48人 41人 39人 

519 人日 622 人日 528 人日 568 人日 538 人日 398 人日 

医療型児童発達支援 
1人 0人 1人 0人 1人 0人 

10 人日 0 人日 10 人日 0 人日 10 人日 0 人日 

放課後等デイサービス 
92人 145人 100人 182人 92人 117人 

1,288 人日 1,479 人日 1,400 人日 1,717 人日 1,484 人日 1,679 人日 

保育所等訪問支援 １回 ３回 １回 ８回 １回 ４回 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 

 

【サービスの見込み量（月あたり）】 

単位 上段：利用者数 下段：利用日数・訪問回数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 

児童発達支援 
51人  51人  51人  

622人日  622人日 622人日 

医療型児童発達支援 
0人  0人  0人  

0人日 0人日 0人日 

放課後等デイサービス 
184人  185人  187人  

1,840人日 1,850人日 1,870人日 

保育所等訪問支援 
４人 ４人 ４人 

８回 ８回 ８回 
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【実績・達成状況】 

児童発達支援は、平成 30年及び令和元年度ともに計画を上回っていますが、利用者数と利用日数

が減少傾向にあります。また、医療型児童発達支援の利用はありませんでした。 

放課後等デイサービスに関しては、計画を上回りかつ平成 30年から令和元年にかけて大きく利用

者数及び利用日数が増加しています。 

保育所等訪問支援は、わずかな利用を見込んでいましたが、計画を大きく上回り、増加傾向にあ

ります。 

 

【見込み・方向性】 

児童発達支援は、減少傾向にありますが、これまでの利用を鑑みた利用量を見込んでいます。ま

た、保育所等訪問支援は、一定のニーズがあると想定しました。 

放課後等デイサービスは今後も利用者が増えることが想定されるため、増加傾向で利用見込みを

立てています。 

 

【見込み量確保のための方策】 

児童発達支援は、市内の事業所は少ないですが、これまでと同程度の見込量であることから、既

存の施設で確保されると想定しています。 

医療型児童発達支援は、市内に事業所はありませんが、近隣市町等の事業所からのサービス提供

を想定しています。 

放課後等デイサービスは、市内の事業所も多く、見込量は確保されると想定していますが、今後は、

学校の空き教室の活用等に関しても検討を進めます。 

保育所等訪問支援を活用し、障がい児通所支援事業所等が保育所や認定こども園、放課後児童クラ

ブ、幼稚園、小学校及び特別支援学校等の育ちの場での支援に協力できるような体制を構築すること

により、障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進を図ります。 

また、強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい児に対して、障がい児通所支援等に

おいて適切な支援ができるよう、人材育成等を通じて支援体制の整備を図ります。 
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（２）居宅訪問型児童発達支援 

 

【サービスの概要】 

サービス名 事業概要 

居宅訪問型児童発達支援 

重度の障がい等や医療的ケアや重い疾病のため、児童発達支援等を受

けるために外出することが著しく困難な障がい児を対象に、居宅を訪

問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識着の付与などを支

援 

 

【サービスの実績（月あたり）】 

単位：訪問回数 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

居宅訪問型児童発達支援 4回 1回 5回 0回 5回 0回 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 

 

【サービスの見込み量（月あたり）】 

単位 上段：利用者数 下段：訪問回数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 

居宅訪問型児童発達支援 
1人 1人 1人 

1回 1回 1回 

 

 

【実績・達成状況】 

居宅訪問型児童発達支援は、新たに開始した事業ですが、利用実績は平成 30年度のみとなってい

ます。 

 

【見込み・方向性】 

利用を希望する場合に応じて対応することを想定しています。 

 

【見込み量確保のための方策】 

引き続き、ニーズや事業内容などを事業者と精査し、事業の展開を図っていきます  
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（３）障がい児相談支援 

 

【サービスの概要】 

 

サービス名 事業概要 

障がい児相談支援 

障がい児の心身の状況、その置かれている環境、本人・保護者の移行

等を勘案し、「障がい児支援利用計画案」を作成し、通所給付決定が

行われた後に関係者との連絡調整等を行うとともに、「障がい児支援

利用計画」を作成単位：利用者 

 

【サービスの実績（月あたり）】 

単位：利用者数 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

障がい児相談支援 20人 17人 21人 22人 22人 10人 

※令和２年度の実績は４～９月の半期分 

 

【サービスの見込み量（月あたり）】 

単位：利用者数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 

障がい児相談支援 22人 22人 23人 

 

【実績・達成状況】 

障がい児相談支援は、平成 30年から令和元年にかけて利用者数が増加しています。 

 

【見込み・方向性】 

障がい児福祉サービス等の利用に場合、障がい児相談支援を利用する必要があることから、今後

も利用が増加すると見込みました。 

 

【見込み量確保のための方策】 

市内の事業所は少ないですが、見込量は確保されると想定しています。 

障がい児相談支援は、障がいの疑いがある段階から障がい児本人や家族に対する継続的な相談支援

を行うとともに、支援を行うに当たって関係機関をつなぐ中心となる重要な役割を担っており、質の

確保及びその向上を図りながら、支援の提供体制の構築を図ります。 
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（４）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置 

 

【サービスの概要】 

サービス名 事業概要 

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置 

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場に、平成 30年度(2018

年度)末までに、関連分野の支援を調整するコーディネーター(相談支

援専門員・訪問看護師等)を少なくとも 1名を配置 

 

 

【サービスの実績】 

単位：配置人数 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

サービス名 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

コーディネーター 1人 0人 1人 1人 1人 2人 

 

 

 

【サービスの見込み量】 

単位：配置人数 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス名 

コーディネーター 2人 2人 2人 

 

 

【実績・達成状況】 

令和元年度よりコーディネーターを１名配置し、さらに令和 2年度にはもう１名追加し、合計２

名と計画を上回る配置数となっております。 

 

【見込み・方向性】 

引き続き、２名のコーディネーターを配置し、医療的ケア児が必要とする多分野にまたがる支援

の利用を調整し、総合的かつ包括的な支援の提供につなげるとともに、協議の場に参加参画し、地

域における課題の整理や地域資源の開発等を行います。 

 

【見込み量確保のための方策】 

対象者や事業内容などを踏まえ、事業所などと人材の養成や研修などを検討していきます。 
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 ３ その他地域生活に関する取り組み 

（１）地域支援体制の構築 

障がい児通所支援等における障がい児及びその家族に対する支援について、障がい児の障がい種別や

年齢別等のニーズに応じて、身近な場所で提供できるように、地域における支援体制の整備が必要です。

また、障がい児入所施設についても同様に、専門的機能の強化を図った上で、地域において、虐待を受

けた障がい児等への対応を含め、様々なニーズに対応する機関としての役割を担う必要があります。  

その際、より家庭的な環境で支援を行う観点から、ケア単位の小規模化を推進するとともに、地域と

の交流機会の確保や地域の障がい児に対する支援を行うこと等、施設が地域に開かれたものとすること

が求められています。加えて、 短期入所や親子入所等の実施体制の整備に努める必要があります。 

そして、障がい児入所支援については、入所している児童が 18歳以降も適切な場所で適切な支援を

受けることができるよう、都道府県に加え、学校、相談支援事業所、障がい福祉サービス事業所等の関

係機関の参画を得て、18 歳以降の支援の在り方について、適切な時期に必要な協議が行われるような

体制整備を図る必要があります。また、障がい児通所支援事業所及び障がい児入所施設は、障がい児に

対し、質の高い専門的な発達支援を行う機関であることから、常に支援の質の向上と支援内容の適正化

を図る必要があります。 

 

（２）保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 

障がい児通所支援の体制整備に当たっては、保育所や認定こども園、放課後児童クラブ等の子育て支

援施策との緊密な連携を図ることが重要です。また、障がい児の早期の発見及び支援並びに健全な育成

を進めるため、母子保健施策や小児慢性特定疾病施策との緊密な連携を図ります。 

さらに、障がい児支援が適切に行われるために、就学時及び卒業時において、支援が円滑に引き継が

れることも含め、学校、障がい児通所支援事業所、障がい児入所施設、障がい児相談支援事業所、就労

移行支援等の障がい福祉サービスを提供する事業所等や教育委員会等との連携体制の確保を図ります。 

難聴児の支援に関しては、大阪府と連携し、新生児聴覚検査から療育につなげる体制整備のための協

議会の設置、新生児聴覚検査から療育までを遅滞なく円滑に実施するための手引書の修正・活用に向け

て検討を進め、難聴児等の早期発見や円滑かつ適切な支援・治療の実施に努めます。 
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第６章 計画の推進に向けて 

① 計画の広報・周知の充実 

「高石市障害者自立支援協議会」は、障害者総合支援法に基づき、相談支援事業をはじめとする地域

の障がい福祉に関するシステムづくりの中核的な役割を果たす協議の場として、位置づけられていま

す。 

障がいのある人の障がい特性やニーズに応じた支援が行われるよう、協議会の下部組織として、情

報交換などを行う「事業所連絡会」、雇用・就労支援のための取り組みを行う「就労部会」、地域移行

や地域定着の推進を図る「地域移行・居住支援部会」、相談支援体制充実のため関係機関と連携し困難

事例への対応を検討する「相談支援部会」などの専門部会を設置しています。そこで、「高石市障害者

自立支援協議会」に、本計画の進捗状況を報告し、情報の共有化を図るとともに、PDCA サイクルに

よる点検・評価を実施するなど、施策の一層の充実に努めます。 

なお、情報を公開し、広く市民に周知するよう努めるとともに、障がい者団体との意見交換等、さ

まざまな方法により、幅広い市民意見の把握に努めます。 

また、障がいに関する市民の理解を深め、障がいのある人の社会参加を促進するため、学校教育や

生涯学習をはじめ、さまざまな機会や場を活用し、周知・啓発活動を進めます。 

 

② サービス提供体制の整備・充実 

住み慣れた地域で安心して安全に生活を送るためには、本計画に基づき、障がいのある人のニーズ

に応え、それぞれの実情に対応して、必要かつ適切なサービスが提供されることが必要不可欠です。 

このため、障がいのある人のニーズに応え、適切なサービスが提供されるよう、市内の障がい福祉

サービス事業所などに対して見込量の確保・充実に向けて連携・調整を図っていきます。なお、現在

市内で提供されていないサービスなどについては、近隣市町や関係機関などと連携して、引き続きサ

ービスの提供を求めていくとともに、市内での事業展開を働きかけていきます。 

また、障がい福祉サービスの質の向上を図るため、「個別支援会議」や「ケース会議」の開催を支援

するとともに、大阪府が実施する各種研修などへの参加・参画などを事業者に働きかけていきます。 

さらに、精神障がいや重症心身障がい、高次脳機能障がい、発達障がい、難病患者など、さまざま

な障がい特性に対応するため、大阪府や事業所などと連携して、専門的知識や技術等習得のための研

修の受講促進に努めます。 

一方、地域生活支援事業については、利用者のニーズに対応した適切なサービスが提供されるよ

う、事業者への指導・情報提供などに努めます。 
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③ 相談窓口・支援ネットワークの整備・充実 

障がいのある人に対する相談は、障がいの種類や程度など、一人ひとりの状態に応じたきめ細かな

対応が必要です。 

障がいのある人が、さまざまなライフステージに応じて、身近な所で福祉制度や障がい福祉サービ

スなどについての情報を得られ、サービスの利用に際して「自己選択」「自己決定」ができるよう、相

談支援事業者のさらなる確保と連携の強化を図るとともに、スキルアップや情報提供など質的な充実

を図ることが必要です。 

また、障がいのある人自身のエンパワメントを生かし、自立と社会参加をより一層進めるため、障

がいのある人同士や家族同士の交流の場・機会を充実するなど、ピア活動やピアサポートの拡充を支

援します。 

さらに、「高石市障害者自立支援協議会」の各専門部会・地域包括支援センターや地域子育て支援セ

ンターなどの他の相談専門機関と連携を強化し、連続的・継続的な支援体制の構築や困難事例への対

応、きめ細かな対応、介護相談及び情報の提供などの総合的な体制整備に努めます。 

今後、属性にかかわらず、地域の様々な相談を受け止め、自ら対応またはつなぐ機能、多機関協働の

中核の機能及び継続的につながり続ける伴走支援を中心的に担う機能を備えた相談支援と、その相談支

援と一体的に行う、就労支援、居住支援など、多様な社会参加に向けた支援、ケアし支え合う関係性を

広げ、交流や参加の機会を生み出すコーディネート機能及び住民同士が出会い参加することのできる場

や居場所の確保の機能を備えた支援に関する体制の整備を検討します。 

 

④ 大阪府や近隣市町、関係機関・関係団体等との連携強化 

本計画の見込量の達成を図り、障害者総合支援法に基づくさまざまな制度などのスムーズな運用、

人材の確保や研修などによる知識や技能の向上を図るため、大阪府や近隣市町と協力・連携していき

ます。さらに、関係機関や近隣市町、関係各課などと協力し、質の高いサービスが提供できる事業者

の確保に努めていきます。 

障がい者施策全般を円滑かつ着実に推進するため、庁内の関係各課をはじめ、教育機関・医療機

関・保健福祉機関などと、保健・医療・福祉・就労・教育などさまざまな分野に係る事業の連携を図

るとともに、当事者や関係機関・団体、関係者とのネットワークを強化します。 

特に、市職員の「障がい」に関する理解を高め、障がいのある人の生活に関する対応をより一層充

実するため、研修や情報共有などを充実します。 
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⑤ 地域共生社会の実現に向けて～地域等の関係づくり～ 

「地域共生社会」とは、制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、

地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて

『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を目

指すものです。 

現在、本市では、障がいのある人をはじめ、生活に困難や不安を抱える方などを、日常的に支える

ための仕組みづくりなどが展開されています。しかしながら、地域では、少子高齢化や世帯構成の多

様化などにより、複合的な課題やニーズを抱える人・世帯などが増えてきており、安心して生活でき

るよう、地域や事業者などとの連携を図り、生活全般にわたる包括的なケアプランを作成し、それに

基づいた支援が必要とされてきています。 

このため、今後、地域を基盤に、住民、保健福祉の関係者、行政が一体となって、多様な課題を抱

える人の早期発見・早期ケアに取り組むための包括的相談支援体制を構築し、『我が事・丸ごと』の理

念を受けた、新たな「地域支援システム」を打ち出していくことが必要となってきています。そし

て、生活の基盤である「地域」について、今後のあり方・あるべき姿を住民と一緒に考え、創造して

いくことが求められています。 

 

⑥障がい児の健やかな育成のための発達支援 

障がい児支援を行うに当たっては、障がい児本人の最善の利益を考慮しながら、障がい児の健やか

な育成を支援することが必要です。このため、障がい児及びその家族に対し、障がいの疑いがある段

階から身近な地域で支援できるように、障がい種別にかかわらず、質の高い専門的な発達支援を行う

障がい児通所支援等を充実し、支援体制の構築を図ります。 

また、障がい児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障がい福祉、保育、教育、就労支

援等の関係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体制の構築を図ります。 

さらに、障がい児が障がい児支援を利用することにより、地域の保育、教育等の支援を受けること

ができるようにすることで、障がいの有無にかかわらず、全ての児童が共に成長できるよう、地域社

会への参加やインクルージョンを推進します。 

加えて、医療的ケア児が保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の支援を円滑に受けられるように

する等、専門的な支援を要する者に対して、各関連分野が共通の理解に基づき協働する包括的な支援

体制を検討します。 

 

⑦ 障がい福祉人材の確保 

障がい者の重度化・高齢化が進む中、将来にわたって安定的に障がい福祉サービス等を提供し、様々

な障がい福祉に関する事業を実施していくためには、提供体制の確保と併せてそれを担う人材を確保し

ていく必要があります。そのため、専門性を高めるための研修の実施、多職種間の連携の推進、障がい

福祉の現場が働きがいのある魅力的な職場であることの積極的な周知・広報等、関係者が協力して取り

組みます。 
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⑧ 計画の点検・評価～PDCA の推進～ 

本計画の進捗状況については、活動指標として設定した各分野におけるサービス量等の把握を行っ

た上で、成果目標の進捗状況やその背景等について分析し、成果目標の達成に向けた今後の取組の検

討を行うものとします。 

これらの進捗状況の把握及び検証については、行政内部での点検や分析を行ったうえ、関係機関や

当事者団体の代表による「高石市障がい者施策推進協議会」を定期的に開催し、障がいのある人に関

する施策の総合的かつ計画的な推進に向け、PDCA サイクルを導入し、必要な事項を点検・評価・改

善などを行っていきます。 

また、その施策の実施状況を高石市障害者自立支援協議会に報告するとともに、必要な具体的改善

措置などの検討を行います。同時に、協議会においては、精神科病院その他の医療機関や保健所と連

携の上、障がい者等の実態把握、障がい者等の支援に係る 地域資源の評価、必要な支援体制の構築及

びその運営状況に対する評価、支援体制の改善等を行うことが求められています。 

 

 

≪PDCA サイクルによる点検・評価のイメージ≫ 

 

  

計画

Plan

実行

Do

評価

Check

改善
Action

●「基本指針」に即して成果目標及び

活動指標を設定するとともに、障が

い福祉サービスの見込量の設定やそ

の他確保方策などを設定 

●計画の内容を踏まえ、施策や事業を

実施 

●成果目標及び活動指標については、少な

くとも１年に１回その実績を把握し、障

がい者施策や関連施策の動向も踏まえな

がら、障がい福祉計画の中間評価として

の分析・評価を実施 

●中間評価の際には自立支援協議会などの

意見を聴くとともに、その結果を公表 

●活動指標については、より多く実績を把

握し、達成状況などの分析・評価を実施 

●中間評価などの結果を踏まえ、必要

があると認めるときは、障がい福祉

計画の見直しなどを実施 
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資料編 

 １ 計画の策定経過 

 

年月日 項目 内容 

令和２年 10月 30日 
第１回高石市障害者施策推

進協議会（書面開催） 

（１）第６期高石市障がい福祉計画 

第２期高石市障がい児福祉計

画（素案）について 

令和２年 12月 14日～ 

12月 18日 

第２回高石市障害者施策推

進協議会（書面開催） 

（１）第６期高石市障がい福祉計画 

第２期高石市障がい児福祉計

画（素案）について 

（２）パブリックコメントについて 

（３）その他 

令和３年１月 28日～ 

    ２月 17日 
パブリックコメントの実施 

 

令和３年３月 18日 
第３回高石市障害者施策推

進協議会 

（１）パブリックコメントの結果に

ついて   

（２）第６期高石市障がい福祉計

画・第２期高石市障がい児福

祉計画について 

（３）その他 
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 ２ 高石市障害者施策推進協議会 条例 

昭和 54年 10月 1日 条例第 10号 

 改正 平成 6年 3月 18日 条例第 6号 

 平成 8年 3月 29日 条例第 4号 

 平成 18年 9月 27日 条例第 18号 

 平成 24年 3月 14日 条例第 7号 

（設置） 

第 1条 障害者基本法（昭和 45年法律第 84号。以下「法」という。）第 36条第 4項に規定する審議会

その他の合議制の機関として、高石市障害者施策推進協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（任務） 

第 2条 協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

（1）本市障害者計画の策定及び変更に関し、意見を述べること。 

（2）本市障害福祉計画の策定及び変更に関し、意見を述べること。 

（3）本市における障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議す

ること。 

（4）本市における障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の連絡調整を要する

事項を調査審議すること。 

（組織） 

第 3条 協議会は、委員 18人以内で組織する。 

2  委員は、障害者（法第 2条第 1号に規定する障害者をいう。以下同じ。）、障害者の自立及び社会参

加に関する事業に従事する者、学識経験のある者並びに関係行政機関の職員のうちから、市長が委嘱

又は任命する。 

（任期） 

第 4条 委員の任期は 2年とし、再任を妨げない。ただし、委員が委嘱又は任命されたときの要件を欠

くに至ったときは、その委員は失職するものとする。 

2  委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第 5条 協議会に会長及び副会長をそれぞれ 1名を置き、委員の互選によりこれを定める。 

2  会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

3  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第 6条 協議会は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

2  協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

（関係者の出席） 

第 7条 協議会は、必要があると認めるときは、協議会の議事に関係のある者に出席を求め、その説明

又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 
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第 8条 協議会の庶務は、保健福祉部で行う。 

（委任） 

第 9条 この条例に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 6年 3月 18日条例第 6号）抄 

（施行期日） 

1 この条例は、規則で定める日から施行する。（平成 6年規則第 9号で平成 6年 6月 1日から施行） 

附 則（平成 8年 3月 29日条例第 4号）抄 

（施行期日） 

1 この条例は平成 8年 4月 1日から施行する。 

附 則（平成 18年 9月 27日条例第 18号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 24年 3月 14日条例第 7号） 

この条例は、規則で定める日から施行する。（平成 25 年規則第 17 号で平成 25 年 5 月 9 日から施

行） 
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 ３ 高石市障害者施策推進協議会 委員名簿 

 

委員氏名 所属機関・職名 備考 

◎野
ノ

 木
ギ

  渡
ワタル

 高石市医師会副会長 学識経験者 

○宮
ミヤ

 﨑
ザキ

  充
ミツ

 弘
ヒロ

 
大阪千代田短期大学非常勤講師 

（計画相談支援かざみどり相談室室長） 
学識経験者 

 川
カワ

 村
ムラ

  千
チ

 春
ハル

 高石市民生委員児童委員協議会会長 学識経験者 

 山
ヤマ

 崎
ザキ

  雅
マサ

 雄
オ

 高石市社会福祉協議会会長 学識経験者 

 美
ミ

 馬
マ

  有
ユ

規
キ

子
コ

 知的障害者相談員 学識経験者 

 工
ク

 藤
ドウ

  由加里
ユ  カ  リ

 知的障害者相談員 学識経験者 

 佐々木
サ  サ  キ

  志
シ

 保
ホ

 コラール明日架施設長 事業従事者 

 室
ムロ

 井
イ

  明
アキ

 子
コ

 高石障害者作業所長 事業従事者 

 松
マツ

 若
ワカ

  弘
ヒロ

 美
ミ

 第２いずみ通所センター施設長 事業従事者 

 尾
オノ

 上
エ

  敏
トシ

 子
コ

 身体障害者相談員 当事者 

 岩
イワ

 城
キ

  桂
ケイ

 子
コ

 高石市立児童発達支援センター松の実園長 関係行政機関 

 明
ア

 石
カシ

  清
キヨ

 美
ミ

 大阪府和泉保健所地域保健課長 関係行政機関 

 松
マツ

 尾
オ

  達
タツ

 子
コ

 泉大津公共職業安定所統括職業指導官 関係行政機関 

   ◎：会長 ○：副会長 
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 ４ パブリックコメントについて 

 

（１） 募集期間 

令和２年１月 28日（木）～令和３年２月 17日（水） 

 

（２） 公表方法 

①ホームページに掲載 

 ・市ホームページ 

 

②主要施設で閲覧 

 ・市役所（高齢・障がい福祉課、行政資料コーナー）、障がい者ふれあいプラザ、 

  公民館、総合保健センター、デージードーム、とろしプラザ、図書館 など 

 

（３） 募集方法 

持参、郵送、ファックス、電子メール 

 

（４） 受付件数 

   ０件 
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 ５ 用語解説 

 

あ行 

一般就労 

 企業等への就職（雇用関係に基づき働くこと）や在宅就労、自らの起業をいいます。また、「福祉

的就労」とは、障がい福祉サービス事業所などで就労することをいいます。 

 

医療的ケア 

 高齢者や障がいのある人が受ける介護の中で医療的な介護行為を医療的ケアといいます。具体的

な医療ケアとは、たん吸引（口腔、気管など）、経管栄養（鼻の管からの栄養注入）、胃ろう（お腹

から胃にかけて小さな穴を形成し栄養注入）などが該当します。 

医療的ケアは、医師または看護師と、一定の研修を受けた介護福祉士がたん吸引などを行ってい

ます。 

 

か行 

高次脳機能障がい 

 脳の機能の中で、生命維持に関わる基礎的な生理学的機能（血液の流れの速度、呼吸や体温の調

整、覚醒リズム、運動調整等）に対し、注意・感情・記憶・行動などの認知機能を高次脳機能と呼

びます。交通事故や頭部のけが、脳卒中などで脳の一部が損傷を受けた結果、言語や記憶、意思、

感情などの機能に障がいが起きた状態をいいます。 

注意力や集中力の低下、比較的古い記憶は保たれているのに新しいことは覚えられない、感情や

行動の抑制がきかなくなるなどの精神・心理的症状が現れ、周囲の状況にあった適切な行動が選べ

なくなり、生活に支障をきたすようになります。また、外見からはわかりにくいため、周囲の理解

を得られなかったり、本人や家族自身も生活上の支障の原因を正しく理解できないことも多くあり

ます。 

障がいと認定されると、本来受けることができる医療から福祉までの連続したケアが提供されま

す。 

 

さ行 

児童発達支援センター 

 地域の障がいのある児童が通所し、日常生活における基本的動作の指導、自活に必要な知識や技

能の付与または集団生活への適応のための訓練を受けることができる施設です。 

 福祉サービスを行う「福祉型」と、福祉サービスと治療を行う「医療型」の２種類があります。 
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自治会 

 市内の各自治会では、会員の自主的な協力のもと、生活環境の向上と会員相互の親睦 

を深め、明るく住みよい「まちづくり」を推進しています。 

主な活動は、次のとおりです。 

・まちの美化、自主防災活動の推進、防犯活動、防犯灯の維持管理 

・運動会等のレクリエーション事業 

・広報紙などの配布、回覧や会報などによる情報提供 

・その他、社会教育活動への参加 

 

社会福祉協議会 

 社会福祉協議会は、地域の方々や福祉・保健・医療などの関係機関や専門家、当事者組織などで

構成されている民間の福祉団体（社会福祉法人）です。 

市内の関係機関・団体との連携を図りながら、地域の福祉課題に応じたきめ細かなサービスの検

討・実施や住民活動の支援・広報活動、市内の福祉に関するネットワークづくりなど、地域福祉の

向上のためのさまざまな事業を行っています。 

 

成年後見制度 

 判断能力が充分でない成年者（痴呆性高齢者、知的障害者、精神障害者など）が、財産管理（契

約締結・費用支払いなど）や身上監護（施設や介護の選択など）についての契約・遺産分割などの

法的行為を行なうのが困難な場合や、悪徳商法被害にあった場合に、それらの人びとを守るための

制度。 

 

た行 

地域共生社会 

 社会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け

手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野

を超えつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会。 

 

地域子育て支援センター 

 子育て支援のための総合的な拠点です。保育所にこれまで蓄積された子どもの遊び・生活・健康

などに関する経験やノウハウを生かし、地域の保護者や子どもたちの支援を行っています。本市で

は、市立綾園保育所と私立南海愛児園、私立東羽衣保育園に開設されています。 

 

地域包括支援センター 

 高齢者等が住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう、高齢者を支える中核的

機関として、包括的支援事業（介護予防ケアマネジメント業務、総合相談支援事業、権利擁護事

業、包括的・継続的ケアマネジメント業務）及び指定介護支援業務を実施するために設置されてい

ます。 
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な行 

内部障がい 

 身体障害者福祉法に定められた身体障がいのうち、心臓機能障がい、じん臓機能障がい、呼吸器

機能障がい、ぼうこう・直腸機能障がい、小腸機能障がい、肝臓機能障がい、ヒト免疫不全ウイル

スによる免疫機能障がいの 7 つの障がいの総称です。外見からは見えにくい状態であるため、周囲

からの理解が得られにくいとされています。 

 

日常生活自立支援事業 

 認知症、知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が不十分な人が地域において自立した生活

が送れるよう、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用補助、日常的金銭管理サービス、書

類等預かりサービス等を提供することにより生活を支援する事業です。本市では、高石市社会福祉

協議会が取り組んでいます。 

 

は行 

発達障がい 

 自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障がい、学習障がい（LD）、注意欠陥多動性障

がいその他これに類する脳機能の障がいであってその症状が通常低年齢において発現するものとし

て政令で定めるものをいいます。 

発達障がいを完治させることは難しく、保護者や家族など周りの人たちが特性を家族や周囲がよ

く理解した上で、協力し合い、適切な接し方をしたり、生活環境を整えた第 3 次 高石市障がい者

計画りしながら、本人が社会生活を送りやすくなるようにサポートしていくことが大切とされてい

ます。 

また、思春期になるとうつ傾向が生じるなど、新たな症状が現れることも少なくなく、日頃から

本人の様子を見ながら、必要に応じて医療機関を受診していくことが症状の悪化を防ぐことにつな

がるとされています。 

 

パブリックコメント 

 精神的、物理的、制度的などの障壁（バリア Barrier）を除去しようとする考え方です。道路の

段差など、高齢者や障がいのある人などの社会参加や日常生活での障壁などをなくしたり、改善す

ることにより、さまざまな社会活動などに参加するようにすることです。 

 

バリアフリー 

 精神的、物理的、制度的などの障壁（バリア Barrier）を除去しようとする考え方です。道路の

段差など、高齢者や障がいのある人などの社会参加や日常生活での障壁などをなくしたり、改善す

ることにより、さまざまな社会活動などに参加するようにすることです。 
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ま行 

民生委員・児童委員 

 民生委員法・児童福祉法に基づき厚生労働大臣から委嘱を受けた非常勤の地方公務員です。地域

において支援を必要とする生活困窮者、低所得者、高齢者、障がいのある人、子ども、ひとり親家

庭など、さまざまな理由により社会的な支援が必要と考えられる人びとに対して、常に住民の立場

に立って相談・支援を行うとともに、行政機関などの業務に協力しています。また、民生委員・児

童委員の中から、児童福祉に関する事項を専門的に担当する主任児童委員が選任されています。 

 

や行 

ユニバーサルデザイン（Universal Design） 

 性別や年齢、障がいの有無に関わらず、すべての人が利用可能なように、常によりよいものに改

良していこうという考え方です。 

バリアフリーより広い概念として、「特別な人のための特別のデザインではなく、すべての人のた

めになるデザインが必要である。そのためには、障がいのある人用のデザイン、障がいのない人用

のデザインという区別をなくし、特別のものではなく、ほとんどすべての人が利用できるように当

初から設計すること。」を意味します。 

 

ら行 

ライフステージ（Life Stage） 

 人生の段階区分のこと。乳幼児期、少年期、青年期、壮年期、高齢期などという呼び方やその他

の区分があります。 

 

ライフステージ（Life Stage） 

 人生の段階区分のこと。乳幼児期、少年期、青年期、壮年期、高齢期などという呼び方やその他

の区分があります。 

 



 

 

 

第６期高石市障がい福祉計画・第２期高石市障がい児福祉計画 

発行年月 令和３年３月 

発 行 高石市 保健福祉部 高齢・障がい福祉課 

〒592－8585 高石市加茂４丁目１番１号 

電話 072－275－6294 

FAX 072－265－3100 


